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用語の説明 
 
 本論文で使用する用語の説明を以下に示す。 
 
z 無風時 
火源近傍の断面平均縦流風速が 0 m sの状態を示し、強制換気やトンネルの両坑口間の
圧力差・勾配による風速がないことを表す。 
 
z 総発熱速度 
対流成分、放射熱成分、車体を加熱する成分、燃焼の維持拡大成分などの各発熱速度成
分の総合計を表す。 
 
z 理論発熱速度 
完全燃焼を仮定した発熱速度を表し、「理論発熱速度＝燃料の発熱量×燃料減少速度」
である。 
 
z 対流発熱速度 
火源の熱出力のうちの熱対流に寄与する発熱速度成分を表す 
 
z 煙の降下現象 
天井および壁への吸熱により、温度低下した熱気流が成層流を維持できずに煙が路面付
近に拡散する現象を表し、強制換気時の熱気流の混合・拡散による路面付近への煙の到
達とは異なる。 
 
z 準定常状態 
本研究では、発火から 300秒以降でさらに理論発熱速度の 30秒平均値の変化が 3%以内
となる状態を準定常状態と定義する。 
 
 
記号の説明 
 
 本論文で使用される主な記号は以下の通りである。なお、ここで示されていない記号に
関しては本文中で説明する。 
 
x、 、 ：y z xはトンネル長さ方向、 は幅方向、 は高さ方向、原点は火源とする。[m] y z
 
T∆ ：通常時の雰囲気温度からの上昇温度[K] 
 
Cs：光学的煙濃度（減光係数）、本研究では「Cs濃度」と呼ぶ。[1/m] 
 
M ：煙粒子の質量濃度[ 3g m ] 
 
Q：理論発熱速度[W] 
 
convQ ：熱対流成分の発熱速度、本研究では「対流発熱速度」と呼ぶ。[W] 
 
S：煙発生速度[ g s ] 
 
t：発火からの経過時間[s] 
 
（添え字） 
Model：模型実験、 ：実大小型道路トンネルを表す。 Real
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１．序論 
 
1.1 トンネルの長大化および大深度化 
 
 近年の経済の発展により世界の主要都市では交通量の増加に伴う渋滞が慢性的に発生し、
経済損失のみならず、 排出量の増加に伴う地球温暖化の促進、ヒートアイランド現象
を引き起こす一因となっている。そのため、世界の主要都市では渋滞緩和を目的に環状道
路等の道路交通網の整備が急速に進められている。表 1-1および図 1-1はそれぞれ世界の主
要都市の環状道路の整備率（2006年まで）、北京・東京・パリの環状道路の整備状況の移り
変わりについて示したもの
2CO
*であるが、わが国の環状道路の計画延長は諸外国に比べて長い
が、整備率は大幅に遅れていることが分かる。これは、都市部における建築物の密集によ
って、新たな道路建設用地の確保が困難であるためである。また、道路建設における景観
への配慮に関しては世界共通の課題である。これらの課題の解決策として、地下利用が注
目されており、わが国では平成 13年 4月 1日より「大深度地下の公共的使用に関する特別
措置法」が施行され、地下 40m以深の大深度の積極的な利用が進められている。大深度地
下利用のモデルケースとしては、首都高速道路中央環状新宿線（2007年 12月に部分供用）
が挙げられ、全線約 11kmの道路トンネルである。また、フランスのパリ環状道路のA86ル
ートでは、全長約 10kmの 1本のシールドトンネルを二層に分割して上下線とした乗用車専
用の小断面長大トンネルが供用目前である。以上のように、都市トンネルは長大化、ラン
プやジャンクションの複雑化、小断面化する傾向が見られる。景観を配慮した道路トンネ
ルの事例として、パリのルーブル美術館の下を通過するトンネルを図 1-2に紹介する。 
 
表 1-1 世界の主要都市における環状道路の整備率＊（2006年まで） 
都市名（国名） 整備率 計画延長 供用延長 
東京（日本） 40% 520km 190km 
大阪（日本） 60% 425km 254km 
ソウル（韓国） 96％ 167km 160km 
パリ（フランス） 84% 313km 262km 
ロンドン（英国） 100% 188km 188km 
ベルリン（ドイツ） 97% 222km 216km 
上海（中国） 68% 218km 147km 
北京（中国） 87％ 436km 379km 
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北京 
 
東京 
 
パリ 
図 1-1 北京・東京・パリにおける環状道路整備の移り変わり＊ 
 
 
、
信号機＆交差点 ジェットファン 
図 1-2 道路建設の景観への配慮事例（パリ
＊：国土交通省関東地方整備局Webより引用 
http://www.ktr.mlit.go.jp/3kanjo/international/foreign.htmトンネル内にジェットファン信号機、交差点が設置されている 
、ルーブル美術館） 
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1.2 近年のトンネル火災事故およびトンネル防災検討の動向 
 
1.2.1 近年のトンネル火災事故 
 
 図 1-3にわが国における近年のトンネル火災事故件数の推移[1]を示す。鉄道トンネルに比
べ道路トンネルでは火災事故件数が多く、ばらつきはあるが毎年 20件前後の道路トンネル
火災事故が発生していることがわかる。近年、わが国においては大災害を招いたトンネル
火災事故は発生していないが、過去には日本坂トンネル火災事故（1979年 7月 11日、犠牲
者 7名、負傷者 1名）や境トンネル火災事故（1980年 7月 15日、犠牲者 5名、負傷者 5名）
も発生している。欧州では、フランスとイタリアの国境トンネルであるMont Blancトンネル
において 1999年 3月 24日に犠牲者 39名に到る大規模火災が発生し、同年 5月 29日には
オーストリアのTauernトンネルにおいて犠牲者 12 名の火災事故が発生している。表 1-2 に
近年の大規模トンネル火災事故を示す[2]。表が示すように、大規模トンネル火災が発生した
場合の人的・物的損害も大きいが、復旧までの長期のトンネル閉鎖によって多大な経済損
失も発生することになる。 
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図 1-3 日本のトンネルにおける火災事故件数の推移（平成 18年版 消防白書[1]） 
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表 1-2 諸外国におけるトンネル火災事故事例[2]
被害 
日付 
トンネル名 
延長 
所在地/国 火災車両 
火災の
原因 
燃焼
時間
人 損害車両 構造と設備 
1999 
3/24 
Mont Blanc 
11,600m 
フランスーイ
タリア 
小麦粉とマー
ガリンを積ん
だローリー 
自己 
発火 
53
時間
犠牲者
39名 
ローリー23台 
乗用車 10台 
バイク 1台 
消防車 2台 
深刻なダメー
ジ：復旧は
2002年 3月 
1999 
5/29 
Tauern 
6,401m 
A10号線 
オーストリア 
ペンキを積ん
だローリー 
追突 
乗用車
4台と
ローリ
ー2台
14
時間
犠牲者
12名 
負傷者
49名 
ローリー14台 
乗用車 26台 
深刻なダメー
ジ 
2000 
7/14 
Seljestad 
1,272m 
E134号線 
ノルウェー 
エンジンルー
ムから出火し
たローリーが
衝突 
追突 
45
分 
負傷者
6名 
ローリー1台 
乗用車 6台 
バイク 1台 
深刻なダメー
ジ：付近 1マ
イル 1.5日間
のトンネル閉
鎖 
2001 
5/28 
Prapontin 
4,409m 
A32号線 
イタリア 
野菜を積んだ
ローリー 
タイヤ
の発火
15
分 
煙によ
る負傷
者 6名
ローリー1台 
トリノ（東）
方向が 6/6ま
で閉鎖 
2001 
8/6 
Gleinalm 
8,320m 
A9号線 
オーストリア 
乗用車 
バンと
乗用車
の正面
衝突 
50
分 
犠牲者
5名 
負傷者
4名 
乗用車 1台 
バン 1台 
深刻なダメー
ジ：復旧は
2001/8/7 
2001 
10/24 
St.Gotthard 
16,918m 
A2号線 
オーストリア 
ローリー 
ローリ
ー2台
が正面
衝突 
6 
時間
犠牲者
11名 
ローリー2台 
乗用車 13台 
深刻なダメー
ジ：2ヶ月間
閉鎖 
2002 
1/27 
Roppener 
5,100m 
A12号線 
オーストリア 
バス 
エンジ
ン 
1 
時間
負傷者
2名 
不明 不明 
2002 
11/3 
Homer 
1,200m 
ニュージーラ
ンド 
バス 不明 不明
負傷者
4名 
バス 1台 不明 
2005 
6/4 
Frejus 
13,000km 
フランスーイ
タリア 
タイヤを積ん
だトラック 
不明 不明
犠牲者
2名 
負傷者
21名 
ローリー1台 
乗用車 6台 
深刻なダメー
ジ：2ヶ月間
閉鎖 
2005 
11/2 
邱馬（クマ）
高速道 
達成（タル
ソン）2トン
ネル 
993m 
韓国 軍用トラック
火災後
積荷の
ミサイ
ル爆発
不明 なし 
不明（甚大） 
避難者 100人
以上 
深刻なダメー
ジ：復旧 3ヶ
月 
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1.2.2 トンネル防災検討の動向 
 
 表 1-2 が示すように、EU諸国ではモンブランやゴッタルトトンネル等の大惨事が立て続
けに発生したことから、EU諸国における統一安全基準（EU Directive：2004年発令）を確立
を目的に、7つのプロジェクトが立ち上げられ、近年、トンネル防災検討が積極的に行われ
ている。表 1-3に各プロジェクトと目的について示す。また、表 1-2に示したように、韓国
ではトンネル内におけるミサイル爆発事故が起きており、また、EU Directiveの規定では危
険物車両のトンネルの通行に関してはリスク解析を行わなければならないとされているこ
とから、近年ではトンネル火災のみならず爆発や毒性ガスの流出にも着目されている。こ
のことから、PIARC（World Road Association）とOECD(Organization for Economic Co-operation 
and Development)の共同プロジェクトの下、危険物輸送に関する定量的リスク解析モデル
QRAM（Quantitative Risk Assessment Model）が開発され、トンネル内で危険物車両が事故を
起こす確率やその影響（人的損害、経済的損失、環境への影響）を評価する手法が確立さ
れつつある[4], [5]。わが国においては、長大トンネルおよび水底トンネルの危険物車両の通行
は禁止されているが、トンネル内危険物輸送に関するリスク評価を行った事例はないため、
今後の検討課題であると考えられる。 
 さらに、2007年 9月に PIARC主催の 23rd World Road Congress（第 23回世界道路会議）
がパリで開催され、トンネル火災時の FFFS（Fixed Fire Fighting System）の効果および避難
環境への影響の検証さらにヒューマンファクターが今後の重点テーマとして挙げられた。 
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表 1-3 EU諸国のトンネル安全対策を目的とした各プロジェクト 
プロジェクト名 目的 
FIT(Fire in Tunnels) 
http://www.etnfit.net/
火災シナリオの決定、防災安全設計指針、火災救助対策の検
討 
DARTS (Durable and 
Reloable Tunnel Structure) 
http://www.dartsproject.net/
各々のトンネル運営方法、最適コスト、環境、技術、安全対
策の検討 
UPTUN(Upgrading Tunnel 
Safety) 
http://www.uptun.net/
既存トンネルに対する評価、改修手法の検討（大規模実大ト
ンネル火災実験を実施[3]） 
Safe-T(Safety in Tunnels) 
http://www.safetunnel.net/
政策決定指針の作成および既存トンネルの事故防止、事故低
減策の提案 
SAFE TUNNEL 
http://www.crfproject-eu.org/
トンネル内事故の発生確率を減少させる対策の検討 
SIRTAKI(Safety 
Improvement in Road and rail 
Tunnels using Advanced 
information technologies and 
Knowledge Intensive decision 
support models 
http://www.sirtakiproject.com/
事故検知システムの信頼性、検知までの時間、損害の低減か
らトンネル内安全管理および意思決定システムを検討 
Virtual Fires 
http://www.virtualfires.org/
消防士の訓練を目的としたトンネル火災シミュレータの開
発、火災の影響を低減する手法を評価 
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1.3 従来の研究 
 
 トンネル火災研究の手法としては、火災実験による方法および数値シミュレーションに
よる方法が挙げられる。それぞれの特徴について表 1-4にまとめる。火災実験は実大トンネ
ルまたは模型トンネルを用いた方法が考えられる。実現象を直接把握できる実大トンネル
火災実験を実施することが望ましいが、高コスト、計測点および検討ケースの限定から詳
細検討には不向きである。一方、模型実験においては、検討ケースおよび計測点の設置に
多少の柔軟性が期待できるが、スケールを変えて模型実験を行う際には現象を支配する相
似則を十分に考慮する必要があり、コストや時間も多く必要とする。 
 一方、シミュレーションによる検討では、必要とする資源は一般のパソコン程度であり、
低コストで様々な状況を想定した検討が可能である。また、シミュレーションによる検討
は、1 次元、2 次元、3 次元に分けられ、それぞれの計算時間および扱える問題に制限があ
る。1次元シミュレーションは、計算負荷が小さく瞬時に結果が得られるが、トンネル横断
面の断面平均量についてトンネル長手方向のみを計算するため、煙のトンネル長手方向の
広がりに関しては議論できるが、熱気流の成層状況や避難環境を問題とする場合には不向
きである。2次元シミュレーションについては、トンネル長手方向と高さ方向を計算対象と
し、計算負荷も大きくなく計算時間を多く必要とせず熱気流の成層状況を簡易的に扱うこ
とができるが、トンネル幅を平均したモデルであるため、トンネル内の障害物やトンネル
形状の影響を考慮するためには工夫が必要である。3 次元シミュレーションについては、3
次元空間を計算対象とするため、トンネル形状および障害物の影響等、幅広い問題に対し
て詳細に検討できるが、計算負荷が高く計算時間も多く必要とする。しかしながら、近年
のOpenMP[6], [7]やMPI(Message Passing Interface)などの並列計算技術[8]の発展や数値計算手法
の進歩により、計算時間の短縮および大規模計算が手軽に行える環境が整いつつあり、最
近のトンネル火災の検討は 3 次元シミュレーションによるものがかなりの割合を占めるよ
うになった。実現象の再現性に関しては、トンネル火災現象を支配する壁面吸熱や摩擦、
火源の発熱量・煙発生量等の入力条件が大きく影響する。 
 
表 1-4 トンネル火災の検討手法と特徴 
火災実験 火災シミュレーション 
 
実大実験 模型実験 1次元 2次元 3次元 
コスト × △ ◎ ◎ ○ 
計測点の制限 × △ × △ ○ 
検討ケース数 × △ ◎ ◎ ○ 
実現象の再現性 ◎ △～○ × △ △～◎ 
×：よくない  △：普通  ○：よい  ◎：非常によい 
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1.3.1 火災実験による検討 
 
(a) 実大火災実験 
 1.2.2 項で記述したように、欧州ではトンネル安全対策のプロジェクトが立ち上げられ、
大規模な火災実験も行われている。表 1-5に過去の主要なトンネル火災実験に関してまとめ
る。1965年にスイスのOfeneggトンネルで行われたトンネル火災実験では、6.6 、47.5 、
95 の火皿に航空機燃料を火源とした実験が行われ、スプリンクラーのトンネル保護効果
に関して検討した最初の実大実験とされている
2m 2m
2m
[9]。しかしながら、スプリンクラーのような
FFFS（Fixed Fire Fighting System）は、熱気流の成層流を拡散させ避難環境を悪化させると
考えられていたことから、欧米では近年まで採用されなかったが、モンブラントンネルや
タウエルントンネルの大規模火災事故後には、FFFSの導入に関して再検討が行われている。
EUREKA499テストプログラム（20カ国のEU加盟国で構成）の一環として 1990～1992年の
期間にノルウェーのRepparfjordトンネルで行われた火災実験は、スクールバス（29ＭＷ）、
トラック（17ＭＷ）、地下鉄車両（35ＭＷ）などの発熱速度が明らかにされた。翌年にはア
メリカ合衆国のメモリアルトンネルで火災時の換気運用を検討するために 91ケースもの火
災実験が行われ[11]、横流換気時に熱気流を効果的に制御するためにはトンネル内の縦流風
のコントロールが不可欠であることが明らかとされた。2003 年のノルウェーのRunehamer
トンネル火災実験[3]は、表 1-3 のUPTUNプロジェクトの一環として行われ、代表的なHGV
（Heavy Goods Vehicle）車の火災のガス温度（火源直上の気流温度）および発熱速度の時間
変化を明らかにすることを目的として行われ、それぞれ 1281～1365℃、66～202ＭＷに達す
ることが分かった。過去の実大トンネル火災実験およびトンネル火災時の発熱速度の研究
はHaukurらの文献[13]に詳しく記述されている。2003年と 2005年に行われた乗用車専用道路
トンネルに関する実験[14]については本研究対象と関係があるため、以降に詳しく記述する
ことにする。 
 一方、わが国においても実大火災実験が行われ、道路トンネル火災時の避難環境に関す
る検討が行われている。表 1-6にわが国における代表的な実大トンネル火災実験の実施状況
についてまとめる。1980年代前半～半ばにかけて建設省土木研究所（現、独立行政法人 土
木研究所）の実大トンネル設備において、縦流換気時[15], [16]および半横流換気時[17]の実験が
行われ、縦流換気実験からは、トンネル内の縦流風速が 2ｍ/s以上であれば煙は火源の風上
側に遡上しないこと、火源部において水噴霧を行った際には類焼を防ぐ効果や遡上を抑制
する効果が確認され、半横流換気試験からは、排気運転を行うことで熱気流の流動を抑制
できること、排気運転を行うことで車道内に縦流風速を誘起することによる熱気流拡散の
危険性、火災時に送気運転を行った際の危険性など、半横流換気方式の非常時運用時の一
般特性が明らかとされた。1985年に関越トンネルで行われた火災実験[18]ではガソリン火皿、
乗用車火災、大型バスの火源からの熱気流発生体積量や煙発生速度（CsVグラフ）が求めら
れた。1997 年には秋田道においてスノーシェッドを有する和賀仙人トンネルと大荒沢トン
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ネルの連続トンネル部において、発災側トンネルの煙が非発災トンネルへ与える影響を検
討する実験が実施された[19]。2001 年の第二東名道路清水第三トンネルの火災実験は、大断
面トンネルでは初の火災実験であり、従来の 2 車線トンネル火災との違いが検討されてい
る。2003 年に行われた名古屋高速 2 号東山線の東山トンネルでは、複数の換気所を有する
横流換気方式トンネルにおける火災時の車道内の縦流風制御および水噴霧試験が行われた。
同年には、日本建設機械化協会施行技術総合研究所内の実大トンネル設備において、今後、
普及が期待されるCNG車や燃料電池車の火災時の安全性を検討するための実験が実施され
た。燃料電池車およびCNG車の火災実験は世界初の試みである。 
 
表 1-5 世界の代表的なトンネル火災実験 
トンネル名（延長） 年 国 実施ケース 
Ofeneg Tunnel(-)[9] 1965 スイス 火皿火災 11ケース 
（航空機燃料） 
Zwenberg Tunnel 
(-) 
1975 オーストリア 火皿火災 29ケース 
（ガソリン） 
Repparfjord Tunnel 
(2300m)[10]
1990-1992 ノルウェー スクールバス 
ウッドクリブ 
旅客車両 
トラックロード 
地下鉄車両 
Memorial Tunnel 
(854m)[11]
1993 USA 火皿火災 91ケース 
（ディーゼルオイル） 
The Second Benelux 
Tunnel[12] 
(-) 
2000-2001 オランダ 火皿火災 
車両火災（乗用車、バン、中型ト
ラック） 
Runehamar Tunnel 
(1600m)[3]
2003 ノルウェー 4 ケース：ウッドパレット 82%＆
プラスチック 18%を火源とする 
A86 Test Gallery 
(220m)[14]
2003, 2005 フランス（実験施
設はチェコ） 
19ケース：乗用車火災（停車車両
あり） 
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表 1-6 国内の代表的な実大トンネル火災実験 
トンネル名（延長） 年 場所 検討ケース 
土木研究所内実大トン
ネル[15] 
（385ｍ） 
1980、1981
年 
独立行政法人
土木研究所（茨
城県） 
乗用車火災：12ケース 
大型バス火災：12ケース 
トラック積荷火災：2ケース 
乗用車類焼火災：14ケース 
火元拡大火災（ガソリン流出）：3ケース 
ガソリン火皿火災（2 、4 ）：17ケース 2m 2m
土木研究所内実大トン
ネル（385ｍ） 
加 計 東 ト ン ネ ル [16]
（3277ｍ） 
1982年 独立行政法人
土木研究所（茨
城県） 
中国自動車道
（広島県） 
土木研究所内実大トンネル 
ガソリン火皿火災（4 、6 ）：6ケース 2m 2m
乗用車火災：3ケース 
加計東トンネル 
ガソリン火皿火災（4 ）：9ケース 2m
大型バス火災：3ケース 
土木研究所内実大トン
ネル[17]（400ｍ） 
1985、1986
年 
独立行政法人
土木研究所（茨
城県） 
メタノール火皿火災（2 、4 、8 ）：29
ケース 
2m 2m 2m
関越トンネル[18] 
（10926ｍ） 
1985年 関越道（群馬県
～新潟県） 
ガソリン火皿火災（1 、4 ）：10ケース 2m 2m
大型バス火災：2ケース 
和 賀 仙 人 ト ン ネ ル
（3776ｍ）～大荒沢ト
ンネル（290ｍ）の断続
トンネル[19]
1997年 秋田道（岩手
県） 
ガソリン火皿火災（1 ）：4ケース 2m
清水第三トンネル[20] 
（1120m） 
2001年 第二東名高速
道路（静岡県）
ガソリン火皿火災（1 、4 、9 ）：8ケー
ス 
2m 2m 2m
乗用車：1ケース 
大型バス：1ケース 
東山トンネル[21] 
（3560m） 
2003年 名古屋高速道
路 2 号東山線
（愛知県） 
ガソリン火皿火災（1 、4 ）：9ケース 2m 2m
施行技術総合研究所内
実大トンネル[22] 
（80ｍ） 
2003年 施工技術総合
研究所（静岡
県） 
ガソリン車 4台を積んだトレーラー：1ケース 
CNG車 4台を積んだトレーラー：1ケース 
燃料電池車 4台を積んだトレーラー：2ケース 
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(b) 火災模型実験 
 近年、トンネル火災に関する研究はシミュレーションによる詳細検討が大半であり、実
験による研究例は少なくなった。ただし、シミュレーションによる検討でも、対象とする
現象に対してシミュレーション精度の確認が不可欠であるため、過去に行われた実大実験
例または小規模の模型実験を行い、シミュレーション結果との比較がなされている。本項
では、最近のトンネル火災模型実験例について紹介する。 
 
①縦坑からの排煙性に関する研究例 
 欧州の長大トンネルでは、トンネルに縦坑を連結し縦坑内部のファンにより換気や火災
時の煙を集中的に排煙するケースも見られる。しかしながら、縦坑集中排煙方式のみなら
ず機械換気を有する場合には維持管理コストが必要となる。Viotら[23]は火災時の熱気流の浮
力に着目し、換気機を持たない縦坑からの排煙性に関して 1/20 スケールの模型トンネル内
に浮力ガスとしてヘリウムを用いて、縦坑の高さおよび面積の影響について検討している。
また、千石ら[24]は、1/5スケールの大型模型トンネル内にn-ヘプタン火皿を火源とした実験
を行い、3次元シミュレーションを併用して縦坑の開口面積およびアスペクト比、発熱速度、
排煙率の関係を明らかにした。 
 
②横流換気トンネルにおける火災時の送排気の影響 
 Kimら[25]は、メモリアルトンネル[11]を模擬した 1/20 スケールの模型トンネルを作成し、
横流換気トンネルの火災時に送排気を行った場合の煙の広がりについて検討し、排気量に
比べて送気量が下回る場合には、煙の広がりに送気量はほとんど影響せず、逆に送気量が
排気量を上回る場合には成層流を拡散させてトンネル全体に煙が拡散するという結果が得
られている。わが国においても、過去には避難者の酸素確保を目的としてわずかに送気を
行っていたが、火源付近の送気による酸素供給が火勢拡大やKimらの検討結果のように成層
流を乱すことにつながることから、近年では送気は行わず火源付近の縦流風速を低風速化
する制御が行われている。送気を行わなくても排気を行うことによりトンネル内には縦流
風速が誘起され、新鮮空気が供給されることから避難者の酸素欠乏は問題がないと考えら
れる。さらに、誘起された従流風によって煙のトンネル長手方向の広がりも送気を行った
場合に比べて効果的に行えると考えられる。 
 
③縦流換気トンネルの火源下流側プルーム性状の分析例 
 Jong-Yoon Kimら[26]は、1/20スケールの模型トンネルを用いて、縦流換気トンネルの煙挙
動に関してPIV(Particle Image Velocimetry)を用いて火源近傍の熱気流流速および煙の輝度と
煙濃度の相関に関して検討している。遡上阻止風速に関しては、Kennedy[27]の式の 90%で遡
上を火源の上流側への遡上が阻止できる結果であり、また、火源から 25m以上の距離にジ
ェットファンを設置することが望ましいという結論が得られている。しかしながら、トン
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ネル形状の影響や大きさの影響が検討されていない。また、装置は火源近傍のみを再現し
ているため延長が短く、流れが十分に発達していないものと考えられる。 
 縦流換気トンネルの場合には、火源の上流側（遡上側）が問題になることが多いが、
Michaniqueら[28]は、火源下流側の熱気流挙動について 1/20 スケールのモデルトンネルにヘ
リウムと塩化アンモニウムの混合ガスを可視化し、さらに後述するFDS（Fire Dynamics 
Simulator）による 3次元シミュレーションを併用して火源近傍の熱気流挙動のメカニズムを
検討した結果、火源近傍ではダクトに沿って煙の「空洞」や「膨らみ」を連続的に生成し
完全に 3次元的な流れであることが分かり、ダクト高さの 14倍以降の距離では流れは 2次
元的であることを解明している。 
 
④FFFS（Fixed Fire Fighting System）に関する模型実験 
 道路トンネルへの新たなFFFSの適用として、ウォータースクリーン（水幕）による火災
空間の区画化技術について検討が行われている。天野ら[29]は、1/2スケールの大型模型トン
ネルを用いて乗用車火災程度の火災規模におけるウォータースクリーン作動時の熱気流特
性について検討しており、ウォータースクリーン区画外への熱気流の広がりの抑制、ウォ
ータースクリーンを通して火源の状況が確認できること（水噴霧に比べて成層流の拡散効
果が小さい）、発熱速度の抑制効果等を確認している。また、一方通行の縦流換気方式のト
ンネルにおいて非常時の遡上抑制の目標風速である縦流風速 2.0m/s程度の状況下でも水幕
が形成され、熱気流の遮断効果があることが確認されている。 
 また、川端ら[30]は高さ×幅×長さ：3×3×5の空間内に煙を充満させた状況下で天井面の
ノズルから水を放出し流量 および水滴径 が吸熱や煙除去の効率に与える影響を検討し、
吸熱効果を評価するモデル定数
Q d
β はQ d に比例することを明らかにしている。 
 
⑤天井面に開口部を有する掘割構造トンネルに関する模型実験 
 近年、都市部で増加傾向にある天井の一部が地上部まで開口された掘割道路トンネル内
における火災時の熱気流特性を明らかにするために 1/12 スケールの模型トンネルを用いた
火災実験が行われている[31], [32]。この模型実験では、火災規模や換気条件（車道内風速や開
口部における外気風の影響）、天井部の開口面積をさまざまに変化させ、熱気流の停止位置
に火災規模は影響せず開口面積に依存することが明らかとなった。また、トンネル利用者
の避難に大きく影響する熱気流厚さに関しては、完全なトンネルに比べ半分程度の厚さに
なることも明らかとされた。 
 
⑥モデル式の妥当性を検証するための模型実験 
 建築や土木の設計において、CFDや実験を毎回行うことは効率が悪い。そのため、過去の
実験や理論から得られた予測式を用いて簡易的に火災時の煙流動を検討する手法も提案さ
れている。鈴木ら[33]は建築火災の煙流動に用いられている二層ゾーンモデルをトンネル火
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災への適用のために改良を加え、さらに温度成層流の鉛直方向の温度勾配を扱うために多
層ゾーンモデルに展開している。提案したモデル式を検証するために、模型トンネルを用
いて火災実験を行い計算結果との比較が行われている[34]。 
 
⑦火源近傍のプルーム性状を検討した模型実験 
 Kuriokaら[35]はトンネル火災時の火源近傍のプルーム性状を検討するために、1/10 スケー
ルの模型トンネルを用いて火災実験を行い、縦流換気時の火炎の傾き、最高温度位置、熱
気流のトンネル長手方向の広がり距離を予測する実験式を提案している。 
 
⑧煙の制御に関する模型実験 
 縦流換気トンネルでは、火源風上側の避難環境確保のため、遡上阻止風速および遡上距
離が問題とされる。一方、横流換気トンネル（集中排煙を含む）では、トンネル長手方向
の広がりを抑制し煙を効率よく排出することが問題とされる。Vauquelinの模型実験[36]では、
浮力ガスを媒体として、縦流換気時の遡上阻止風速に火災規模、トンネル勾配、トンネル
幅、トンネル高さが与える影響を調べ、Kunsch[37]、Wuら[38]の遡上阻止風速に関する実験式
と比較を行い、火災規模に依らず遡上阻止可能な遡上阻止臨界風速(Super-critical velocity)は
2.5m/s付近であることを確認している。さらに、勾配と遡上阻止風速が比例関係であること
も明らかとしている。また、２ヶ所の集中排煙口間の中心で１～20MW相当火災が発生した
場合の排煙流量と排煙効率の関係が検討され、20MW火災時に必要な排煙流量は約 240 3m s
であることが示され、100%の排煙効率でない場合に関しても排煙口通過後の遡上停止距離
が検討されている。しかしながら、勾配による熱気流の偏りの影響は考慮されていない。 
 
1.3.2 シミュレーションによる検討 
 
(a) 1 次元シミュレーション 
 上述したように 1次元シミュレーションは、熱気流挙動を詳細に扱うことはできないが、
非常時換気の熱気流の広がりを簡易的に予測できることから、ファンの配置や性能を決定
する設計段階において大変有効な方法であると考えられる。 
 Riessらは、火災時のトンネル上層部における浮力流れのサブモデル、車道内の交通流、
火災規模の時間変化、縦流換気および横流換気、トンネル勾配を考慮した‘Sprint(Smoke 
PRopagation IN Tunnel)’と呼ばれる 1次元コードを提案し、メモリアルトンネルの火災実験
結果[11]との比較から概ね熱気流の広がりを再現していることを確認している[39]。また、Ries
らはこのSprintを用いてトンネル勾配によって発生する煙突効果についても検討を行い、5%
勾配のトンネルの場合、温度上昇 30℃の熱気流によって車道内の縦流風速は 6m/s以上にも
達すると評価している[40]。この煙突効果には、坑口の高低差、火源部の熱膨張で発生する
圧力損失が影響を及ぼす。火源部における圧力損失に関しては、麻畠らによって強制換気
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時（遡上阻止時）の無次元圧力損失と無次元発熱速度、無次元換気速度の関係を表す 1 次
元理論式が提案され、1次元シミュレーションおよび 3次元シミュレーションとの比較から
理論式の妥当性を検証し、非常時換気運用において火災時の付加圧力損失の影響は無視で
きないことを明らかにした[41]。また、提案された評価式は著者らによって自然換気時およ
び熱気流が遡上している場合にも適用可能であることを確認している[42]。なお、Dutrieueら
も類似の検討を行い火源領域の圧力損失の評価式の提案を行っている[43]。 
 
(b) 2 次元シミュレーション 
 2 次元シミュレーションは、火源近傍の 3 次元性の強い流れの解析には向いていないが、
火源から十分に離れ、熱気流流動が 2次元的になる領域の解析に適していると考えられる。
Auguinら[44]は、流れ場のCFD解析でよく用いられる標準型k-ε乱流モデルにMurakamiら[45]
が提案した低レイノルズ数減衰関数を組み込み、浮力による非等方性の強い乱れに対し、
鉛直方向の乱流輸送が大きく抑制される安定成層流や、逆に大きく促進される不安定流れ
の影響を考慮し、さらに火源部の熱放射、壁面への吸熱モデルも考慮した 2 次元モデルを
提案し、実大実験結果とシミュレーション結果との比較を行っている。 
 また、Bergら[46]は天井に開口部を有する都市トンネル内でLPG積載車のBLEVE（Boiling 
Liquid Expanding Vapour Explosion）を想定した 2次元シミュレーションを行い、トンネル開
口部から外気部への圧力伝播の性状について検討している。 
 
(c) 3 次元シミュレーション 
 トンネル火災の 3次元シミュレーションは 1988年にJASMINEコードを用いてKumarによ
って行われたものが始まりである。その後、熱放射や吸熱を組み込んだCFDモデルが提案さ
れているが、そのほとんどが乱流モデルにk-εモデルを採用している。トンネル火災に関す
る既往のCFDモデルについては、王謙の博士論文に詳細が記述されている[47]。近年では、
アメリカのNIST(National Institute of Standards and Technology)が乱流モデルにLES(Large 
Eddy Simulation)を採用したFDS(Fire Dynamics Simulator)[48]を 2000年に公開した。FDSはオ
ープンコードであるため、建築火災の分野を中心に世界的に広まりトンネル火災の分野で
も用いられている。わが国においては、1999 年にKawabataらや道路関係者によってトンネ
ル火災に特化した 3次元火災シミュレータ（Fireles）が開発され[49]、数多くの実大実験に対
するシミュレーションから予測精度の確認が行われ[49]、日本のトンネル防災検討に標準的
に使用されるシミュレータとなっている。 
 表 1-7にFDSとFirelesの特徴について示す。乱流モデルおよび圧縮性の取り扱いは同じで
あるが、火源モデルおよび壁面吸熱が異なる。Firelesの火源モデルは、トンネル火災のよう
なトンネル長手方向に広い空間の熱対流現象を解析することを目的としているため、熱対
流成分に関する発熱領域を設定し、火源近傍に限られる放射熱の影響は取り入れていない。
一方、FDSは建築物などの比較的狭い空間の解析を目的に開発されているため、火源近傍の
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放射熱を考慮する必要があることから燃焼反応を考慮した火源モデルを採用している。ま
た、トンネル火災の熱対流シミュレーションでは、避難環境に重大な影響を与える熱気流
厚さ、煙の拡散、降下距離を予測することを目的とするため、トンネル長手方向の温度減
衰の見積もりが重要となる。そのため、Firelesの吸熱モデルは熱気流温度および熱気流速度
を考慮した対流熱伝達の実用式[50]（ユルゲスの式）を採用し、トンネル壁内の 1 次元熱伝
導方程式と連立させて吸熱量を見積もっている。一般に、換気機を有するトンネルでは、
火災時に換気制御が行われることから対流熱伝達に熱気流速度の影響を考慮することは不
可欠であると考えられる。一方、主に建築火災を解析対象としたFDSでは、トンネルのよう
に強制換気の影響を考慮する必要がないことから、対流熱伝達モデルは温度のみを考慮し、
経験的に得られている水平面および垂直面のそれぞれの比例定数によって熱伝達量を見積
もっている。さらに、煙濃度の扱いに関してはFirelesとFDSでまったく異なる。Firelesでは
火源に発煙領域を設け煙発生速度曲線[g/s]を与え、煙粒子の移流・拡散から煙濃度場を計算
するが、FDSでは煙も熱気流（各種の燃焼生成物を含む）成分として扱っている。トンネル
内のFFFSについては、わが国では現在のところ水噴霧設備のみ適用されていることから、
Firelesでは水噴霧設備を対象としたモデルが採用されている。一方、建築火災を対象とした
FDSでは、スプリンクラーやウォーターミストなどさまざまな設備の水滴径に対応している。
以上の特徴を考慮して、両シミュレータが扱える火災時の諸現象についても表 1-7中に示す。
また、両シミュレータによって行われたこれまでのトンネル火災に関する検討事例を表 1-8
に示す。 
 
 
z Firelesによる検討事例 
①発熱・発煙速度の推定 
 國兼ら[51]および江尻ら[52]は、Firelesを用いて実大火災実験に対してシミュレーションを行
い、温度分布または煙濃度分布との比較から、ガソリン火皿火災の発熱速度および燃料減
少速度[g/s]に対する煙発生速度[g/s]の割合（発煙率）を推定し、発煙率は ガソリン火皿
で 4.5～6.5%、 ガソリン火皿で約 11%であることを明らかにした。また、清水第三トン
ネルの大型バス火災実験
24m
29m
[20]の最大煙発生速度は約 95.55 g sであり、概ね ガソリン火皿
火災に相当することを明らかとした。 
29m
 
②煙の降下現象 
 清水第三トンネルの火災実験[20]では、温度分布および煙濃度分布が詳細に測定され、煙
の降下位置も概ね捕らえることができた。Kawabataらは実大実験と同様の条件としてシミ
ュレーションを行った結果、煙の降下距離は実験結果（ ガソリン火皿でおよそ 300ｍ）
とほぼ同じであることを確認し、Firelesを用いて煙の降下現象を検討可能であることを確認
した
24m
[53]。 
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③横流換気トンネル 
 江尻らは、東山トンネルの火災実験結果[21]に対して、横流換気時のシミュレーションを
行い、実験に比べてシミュレーションの熱気流層は若干厚くなるが（温度層も煙層も）、概
ね一致することから、横流換気時にもFirelesは十分な予測精度を有することを確認した[54]。 
 
④自然排煙トンネル 
 千石らの 1/5スケールの模型実験[24]では、模型実験に対してシミュレーションを行い、縦
坑からの排煙をシミュレーションで模擬していることを確認した。さらに、実大スケール
シミュレーションを行い、無次元排熱量 *zQ は、
*
xQ Fr （
*
xQ は無次元流量、 Frはフルード
数）の 5/3乗に比例することを明らかにした。 
 
⑤火災時の渋滞車両の影響 
 Kunikaneらは、大断面トンネルの熱気流遡上特性に関して渋滞車両の有無が与える影響に
ついてシミュレーションを行い、渋滞車両がある場合には遡上距離が短くなるが、遡上距
離 は渋滞車両の有無に関わらず、bL b mL a U b= − （ は縦流風、a、bは定数）の関係であ
ることを明らかにした
mU
[55]。 
 
⑥水噴霧による拡散・吸熱 
 Ishikawaらは水噴霧時の流れ場は分散性２層流であることからE-L法を用いてシミュレー
ションを行い、清水第三トンネルの火災実験[20]で行われた水噴霧実験との比較からシミュ
レーションの再現性を検証し、さらに水噴霧区間の煙の拡散および遡上抑制効果について
確認した[56]。 
 
⑦遡上阻止風速 
 遡上阻止風速に関しては、Kennedy[27]など多数の研究者によって行われてきた。王らは、
Firelesのシミュレーション結果から遡上阻止風速を検討し、遡上阻止臨界風速はKennedyが
提案した実験式よりも小さいという結論を得た[57]。 
 
⑧断続トンネル間の煙の干渉 
 川端らは、和賀仙人トンネル～大荒沢トンネルのスノーシェッドを有する断続トンネル
において実施された火災実験[19]に対してシミュレーションを行い、断続トンネルに対する
シミュレーションの再現性を確認するとともに、干渉率（両トンネルの煙濃度比）に影響
を及ぼすフルード数、トンネル間距離、両トンネルの換気速度比、スノーシェッド天井の
傾きを考慮した評価式を導出した[58]。 
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z FDSによる検討事例 
①ウォータースクリーン 
 ウォータースクリーンのトンネル火災の区画化模型実験[29]では、ウォータースクリーン
の区画化性状は把握できたが、遮熱および遮煙効率の詳細や換気時の区画化性能に関して
は解明できなかった。そこで、今関ら[59]はFDSを用いてウォータースクリーン作動時のシミ
ュレーションを行い、概ね模型実験を再現していることを確認し、トンネル内無風時には
約 75%の遮熱効果があり、縦流換気トンネルの火災時の目標制御風速である 2m/sの状況で
も 60%の遮熱効果があることを確認した。 
 
②火源近傍天井直下温度 
 Kuriokaらが行った模型実験[35]では、火源のプリュームの性状に関して詳細に検討し、プ
ルームの傾きや最高温度やその位置に関する実験式が提案された。Huら[60]は、実大トンネ
ル火災実験に対してシミュレーションを行い、実大実験の天井面直下温度との比較からFDS
の火源近傍におけるシミュレーション精度が確認された。また、Kuriokaらが提案した実験
式とFDSの予測結果がよく一致することも確認した。したがって、FDSでは火源近傍のプル
ーム性状をよく模擬しているものと考えられる。 
 
③遡上距離 
 Rohら[61]は、縦流換気時の遡上特性に関して 1/20 スケールのアーチ型トンネル火災模型
実験を行い、縦流風がn-ヘプタンの燃焼率や遡上距離に与える影響を検討し、さらにFDSの
シミュレーション結果が実験の遡上距離を概ね模擬することを確認し、遡上阻止風速はWu
ら[38]の実験式と同じであることを確認した。また、縦流風によってプール火災の発熱速度
が変わるが、この実験では換気を行うことにより酸素供給効果が火源の冷却効果を上回り、
燃焼率を増加させると報告されている。同様にHwangらもFDSを用いて遡上阻止風速を検討
し、これまでに提案されている様々な実験式との比較が行われている。 
 
z その他のシミュレータによる解析事例 
①スプリンクラーCFDモデル 
 近年、欧米でもFFFSの導入が見直されつつあり、効果の検証が行われている。Stewartら[63]
はオリジナルのCFDモデルにsprinklerの効果を組み込んだ、Sprinkler-CFD fire modelを提案し、
横流換気時にスプリンクラーを作動させた場合の火災実験に対してシミュレーションを行
い、実験に比べて層は厚くなるが、熱気流の冷却効果を概ね再現していることを確認した。 
 
②渋滞車両の影響 
 Bariら[64]は、汎用CFDソフトであるFLUENTを用いて、トンネル火災時の交通流遮断によ
って発生する渋滞を想定したシミュレーションをバス火災の条件下で行った。上述した
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Kunikaneらの検討[55]では渋滞車両が熱気流挙動に与える影響を検討しているが、この検討
では渋滞車両が放出するCO2、COがトンネル内の酸素レベルを低下させ避難者がより危険
な状況に陥ることから、避難時の停車車両のエンジン停止および迅速な避難開始の必要性
について報告されている。 
 
③熱放射モデル 
 火源近傍の高温の熱対流領域において、プルーム性状を扱う際には熱気流の熱放射の影
響を考慮する必要があり、FDSでも放射モデルが考慮されている。Teleagaら[65]は、シンプル
な放射熱伝導モデルを提案し、CFDモデルと組み合わせてトンネル火災現象に対するモデル
の妥当性について検証している。 
 
 以上に、Fireles と FDS のモデルの違いとトンネル火災の検討事例を示したが、モデルの
違いからも分かるように、Firelesでは火源から離れた領域の熱対流現象の解析に適し、FDS
では主にプルーム性状など火源近傍の火災現象の解析に適していることが分かる。 
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表 1-7 FDSと Firelesの特徴 
 Fireles FDS 
開発国 日本（大学および道路関係者） USA（NIST） 
主な用途 トンネル火災 建築火災 
速度 LES(Smagorinskyモデル) LES(Smagorinskyモデル) 
温度 0方程式モデル 0方程式モデル 
乱流モデ
ル 
煙 0方程式モデル 0方程式モデル 
火源モデル 発熱領域 Mixture Fractionモデル 
壁への吸熱 壁内の 1次元熱伝導と連立 壁の温度を一定とした吸熱 
壁の摩擦抵抗 対数則（粗い壁） 不明 
圧縮性 低マッハ数近似 低マッハ数近似 
速度 ４次精度中心差分 予測子 1次風上差分 
修正子 1次風下差分 
温度 3次精度風上差分または CIP法 予測子 1次風上差分 
修正子 1次風下差分 
移流項スキ
ーム 
煙濃度 1次風上差分または CIP法： 
火源に煙発生速度[g/s]を与えて煙粒子
の広がりを計算 
火源燃焼モデルで算出されたガス成分
からCO、CO2等のガス成分および視認
性（減光係数）を推定 
温度分布 検討可 検討可 
煙の質量濃度分
布 
検討可 限定的に可：熱気流層=煙層とした扱い
圧力 検討可 検討可 
壁面表面温度 限定的に可：熱放射の影響のない領域
について検討可能 
検討可 
放射熱 検討不可 検討可 
熱気流内のガス
成分 
検討不可 検討可 
避難者の視認性 検討可 検討不可 
?????????????
 
FFFS 限定的に可： 
トンネル内水噴霧設備に限定 
検討可： 
様々な粒子径に対応 
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表 1-8 Firelesおよび FDSの実験との比較による検証例 
Fireles FDS その他のシミュレータ 
発熱・発煙速度の推定[51], [52] 
煙の降下現象[53] 
横流換気トンネル[54] 
自然排煙トンネル[24] 
火災時の渋滞車両の影響[55] 
水噴霧による拡散・吸熱[56] 
遡上阻止風速[57] 
断続トンネル間の干渉[58]
ウォータースクリーン[59] 
火源近傍天井直下温度[60] 
遡上阻止風速[61], [62] 
火源近傍熱気流挙動[28] 
 
スプリンクラーCFDモデル[63] 
渋滞車両の影響[64] 
熱放射モデル[65]
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1.4 本研究の目的と概要 
 
1.4.1 本研究の目的および研究方法 
 
 平成 15年 7月に道路構造令が改正され、従来の道路設計基準（普通道路）とは別に新た
に小型道路と呼ばれる区分が設けられた。小型道路は、道路設計の基礎となる車両（設計
車両）が小型自動車（寸法：長さ 6m、幅 2m、高さ 2.8m）であり、普通自動車（寸法：長
さ 12m、幅 2.5m、高さ 3.8m）の通行は対象としていない。この小型道路の建築限界は第四
種第一級の場合、高さ 3.0m、車線幅員 2.75m である。そのため、従来の普通道路の建築限
界（高さ 4.5m、車線幅員 3.25m）に比べて大幅に断面を縮小することができるため、建設
コストの削減、建設用地の縮小が可能であり、都市部の渋滞が発生する場所（交差点や踏
切）にオーバーパスまたはアンダーパスの形式で適用することで効率よく渋滞緩和が行え
ると考えられる。しかしながら、従来の普通断面に比べて設計断面が小さいことから、車
両の走行安全性や、橋梁部およびトンネル部の非常時の防災対策については、普通道路の
指針とは異なると考えられ、技術指針の作成が急務である。特にトンネル構造部で火災が
発生した際には、閉鎖空間であるため利用者の安全確保対策について十分に検討されなけ
ればならない。具体的には、避難口の設置距離、避難誘導表示板の設置高さ、照明および
避難誘導灯、換気対策などが挙げられるがこれらを決定するためには、火災時の熱気流挙
動を把握する必要がある。 
 そこで、本研究では小型道路のトンネル部（以下、「小型道路トンネル」と呼ぶ）におけ
る火災時の熱気流挙動を把握し、トンネル利用者の避難時の環境を明らかにすることを目
的とする。研究方法は、模型実験と 3 次元火災シミュレーションの両方を用いて行う。実
在トンネルで火災実験を実施して、熱気流挙動を把握することが最も望ましいが、国内に
小型道路トンネルが存在しないことや十分な実験ケースが行えない理由から、プール火災
については 1/3スケールの模型トンネルを作成して火災実験を行い、さらに模型実験では実
施が困難である実車火災については、3次元火災シミュレーションを用いることにした。 
 本研究結果から、小型道路トンネル内火災時の熱気流挙動および避難環境の基本特性を
知ることができ、小型道路トンネルの防災対策の基礎データとして貢献できると考えられ
る。 
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1.4.2 乗用車専用小型道路トンネルの火災実験例 
 
 国内には乗用車専用の小型道路トンネルの導入事例はないが、フランスの A86 ルートで
は、全長約 10km の乗用車専用小型道路トンネル（以下、「A86 トンネル」と呼ぶ）が供用
間近である。A86トンネルは図 1-4に示すように 1本のチューブを二層に分割して上下線と
した構造の乗用車専用小型道路トンネル（高さ 2.55m、幅 9.3mの 3車線）である。トンネ
ル上層部と下層部を連結する非常口が 200mピッチに設置され、非常時には非発災側のフロ
アに避難する。また、地表へ通じる非常口は 1000m以下のピッチで配置されている。なお、
A86トンネルでは固有の消防隊（COFIROUTE firemen）を配備し 10分以内に火災地点に到
着し地元の消防隊の到着までの間の初期消火活動が行われる。わが国でも、首都高速道路
中央環状新宿線において「首都高バイク隊」と呼ばれるパトロール隊が配備され、非常時
には交通誘導などの初期対応が行われる。 
 実験はチェコ共和国の廃坑内に A86 トンネルを再現して行われた。A86 トンネルの換気
方法は、通常時には横流換気方式であるが、火災時には一方通行トンネルであることから
縦流換気として火源上流の環境を確保する対応が取られる。実験も縦流換気条件下で行わ
れ、火源には複数台の乗用車が用いられ、延焼を確認するために周囲に停車車両が設置さ
れた。また、A86トンネルにはウォーターミストが設置されているため、ウォーターミスト
の効果についても検証されている。この実験は、小型道路トンネル内火災が大規模火災に
発展した際の消防隊の作業環境の確認、ウォーターミストの火勢抑制効果の検証を目的と
して行われた。発災直後にウォーターミストを作動させた場合には、火源の延焼は抑制さ
れ発熱速度も 2~3MW程度であるが、ウォーターミストの作動が遅れた場合には近隣の車両
に延焼し発熱速度が急激に 30MW 程度まで上昇することが分かった。これは、トンネル空
間が狭いため、近隣車両に対する熱放射や熱気流温度の影響が従来の通常断面トンネルに
比べて大きいためであると考えられる。しかしながら、急激に火災規模が発展した場合で
も、ウォーターミストを作動させることにより、消火はできないが発熱速度および熱気流
温度が半分程度まで抑えられることも明らかにされている。しかしながら、この実験では、
火災初期の熱気流流動およびトンネル利用者の避難環境については検討されていない。 
 
高さ：2.55m 
幅：9.3m 
図 1-4 パリ環状道路およびA86トンネルを模擬した実験トンネル[14] 
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1.4.3 概要 
 本論文は 4章で構成される。 
 第 1 章の序論では、近年における国内外のトンネル火災の発生状況を示し、ヨーロッパ
のトンネル防災検討の動向に関して述べる。次に、トンネル火災の検討手法およびその特
徴を示し、各検討手法を用いた近年の検討事例を紹介する。さらに、本研究の研究対象で
ある小型道路トンネルの火災実験例を紹介し、本研究の目的について説明する。 
 第 2 章は、小型道路トンネル火災のプール火災時の熱気流特性および避難環境について
模型トンネル火災実験により検討する。模型実験では、現象を支配する相似則の考慮が重
要であることから、トンネル火災模型実験で一般的に用いられているフルード数相似則に
ついて示し、さらに流れの相似性を支配するレイノルズ数も検討する。また、壁面への吸
熱も熱対流現象を支配する重要な要素であるため、ビオ数とフーリエ数を考慮して吸熱の
相似性について検討した。実験から得られた煙質量濃度をフルード数相似則から実大スケ
ールの煙質量濃度に換算する手法を提案し、実大スケールに換算した結果から、熱気流挙
動特性および従来トンネルの避難環境との違いについて明らかにする。さらに、火災時に
発生する渋滞を想定した実験も行い、渋滞車両が熱気流挙動に与える影響も調べた。 
 第 3 章は、模型実験では実施が困難であった実車火災時の熱気流特性および避難環境に
ついて 3 次元シミュレーションを用いて検討する。シミュレーションによる検討を行う際
には、予測精度が重要であることから、まず、模型実験に対するシミュレーションを行い、
結果の比較からシミュレーション精度の確認を行う。次に、乗用車火災の発熱・煙発生速
度曲線が不明であるため、過去に通常断面トンネル内で実施された乗用車火災実験に対し
てシミュレーションを行い、発熱・煙発生速度曲線を決定する。決定した発熱・煙発生速
度曲線を用いて小型道路トンネル内乗用車火災時の熱気流挙動および避難環境を明らかに
する。 
 第 4章は、本論文の結論であり、本研究から得られた知見についてまとめる。 
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２．乗用車専用小型道路トンネル内におけるプール火災時の
避難環境に関する模型実験 
 
2.1 緒言 
 道路構造令の改正により、小型道路トンネルの施工は可能となったが小型道路トンネル
の適用例はなく、都市部を中心に今後の建設が見込まれる。 
 フランスの A86 トンネルのように延長 10km にもおよぶ長大小型道路トンネルの建設例
があるが、わが国においてはまず交差点や踏切等の渋滞緩和を目的にアンダーパス形式の
適用が想定されることから、短距離かつ換気機を持たない対面通行トンネルが大部分を占
めると考えられる。そのため、本研究では対面通行の小型道路トンネルにおける無風時の
熱気流流動およびトンネル利用者の避難に影響を与える路面近くへの煙拡散を把握し、避
難環境を明らかにすることを目的とする。1.3.2 で述べたように、小型道路トンネルの避難
環境を検討した事例はなく、防災設計指針の作成のためにも熱気流の挙動特性を把握する
ことは重要であると考えられる。本章では、模型トンネルを用いて火皿を火源とした火災
実験を行い、相似則によって実大スケールに換算した結果から議論を行う。 
 また、火災事故点による交通流の遮断による渋滞が熱気流挙動に与える影響についても
検討する。 
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2.2 模型トンネルおよび実験条件 
 
2.2.1 相似則および模型トンネルサイズの決定 
 
 縮小模型実験を行う際には相似則に基づいて各諸元が決定する必要がある。一般に、火
災実験ではフルード数相似則が適用される。本研究でもフルード数相似則を用いることに
するが、トンネル利用者の避難時の周囲環境に特に注目するため、火源から離れた領域の
熱気流流動に対して同相似則を考えることにする。 
 
局所フルード数 
 トンネル長さ方向（ x方向）速度 [u m s ]の絶対値の断面平均値を代表縦流風速 [aU m s ] 
1
a
A
U u
A
= dA∫                （1） 
とする。ここで、 A [ ]はトンネル横断面積である。 は縦流風速が大きい場合には平均
縦流風速になり、本研究で対象とするような低縦流風速の場合には、トンネル内風速が
のオーダーになることを意味している。また、高低差
2m aU
~aU U− + a H [m]（トンネル高さ）に
よる圧力差 gHρ [ ]を動圧Pa 2bUρ [ ]とする速度 [Pa bU m s ]は、 
bU g= H                  (2) 
である。 は位置によって異なるため、 と の比を局所フルード数bU aU bU Fr  
a a
b
U U
Fr
U gH
= =                （3） 
とする。ここで、 ρ [ 3kg m ]は密度、 g [ 2m s ]は重力加速度をそれぞれ示す。 
 
速度スケール 
 Frを実大スケールトンネルと模型トンネルとで同一にすると、実大スケールにおける代
表縦流風速 [,a RealU m s ]は、模型実験での代表縦流風速 [,a ModelU m s ]とスケール比 γ（=実大ス
ケール長さ/模型スケール長さ）を用いて、 
,a Real a ModelU Uγ= ,               （4） 
となる。 
 
時間スケール 
 実大スケールの経過時間 Realt [s]と模型の経過時間 Modelt [s]の対応についても、 Frを一定と
すると、時間スケールは γ に比例することから、 
Real Modelt tγ=                  (5) 
となる。 
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無次元発熱速度 
 火源からの発熱速度は無次元発熱速度  *Q
*
0 0 p b
QQ
T C AUρ=                  (6) 
として表す。ここで、 [K]は通常時の雰囲気温度、0T 0ρ [ 3kg m ]は通常時の密度、 pC [ ( )J kg K⋅ ]
は定圧比熱、Q [W]は発熱速度を示す。また、分母の 0 0 p bT C AUρ [W]は、通常時の空気（ [K]、0T
0ρ [ 3kg m ]）が速度 で断面積bU Aのトンネル内を通過する場合の内部エネルギー流量であ
る。 Aはスケール比 γ の 2乗に比例し、 H は γ 乗に比例するため、無次元発熱速度を同
一にする実大スケールの発熱速度は、 
2.5
Real ModelQ Qγ=                  (7) 
から求めることができる。 
 
無次元上昇温度 
 熱対流現象は密度の違いに支配されると考えられ、通常空気と熱気流との密度比は、理
想気体に対する状態方程式から、 
( )00 0 0
T P
P T T
ρ
ρ = ∆ +                 (8) 
と表せる。ここで、 T∆ [K]は通常時の雰囲気温度 [K]からの上昇温度である。通常雰囲気
の絶対圧力
0T
P [Pa]の違いはほとんどないため、 0P P= とすることができ、密度比は絶対温度
比に等しくなる。したがって、 を代表温度とし、無次元上昇温度 を、 0T
*T
*
0
TT
T
∆=                   (9) 
と表すことができ、模型トンネルでも実大トンネルでも は同一であるため、模型トンネ
ルの温度はそのまま実大トンネルの温度に対応することになる。 
0T
 
無次元発煙速度 
 火源からの発煙速度 [S g s ]は無次元発煙速度  *S
*
0
SS
S
=                  (10) 
として表す。準定常状態の平均発煙速度を代表発煙速度 とし、準定常状態時の無次元発
煙速度が１となるようにした。 
0S
 
無次元質量濃度 
 煙の質量濃度M [ 3g m ]（以下、「質量濃度」と呼ぶ）の模型トンネルと実大トンネルの
対応は、無次元質量濃度 *M で行う。 
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*
0
bAUM M
S
=                (11) 
ここで、 ( )0 bS AU は煙の代表質量濃度であり、断面積 Aのトンネル内において、縦流風速
が 、発煙速度が の場合に煙がすべて下流側に流された場合の平均質量濃度である。 bU 0S
 
レイノルズ数 
 実際のトンネル内の流れは小断面トンネルといえども完全な乱流であるため、実大トン
ネルと模型トンネルとの流れの相似性も重要である。流れの相似性を支配する無次元数に
はレイノルズ数 が挙げられ、動粘度Re ν [ 2m s ]を用いて、 
aU HRe ν=                  (12) 
で表される。しかしながら、フルード数とレイノルズの同一性を同時に満たすことは不可
能であるため、レイノルズ数に関しては乱流域であることを確認するにとどめる。 
 
 本研究で想定した実大小型道路トンネルは高さ 3m、幅 5.8mの長方形断面である。 
代表縦流風速 が 1m/sの場合、Reは約 200000となる。1/3スケール（,a RealU γ ＝3）の模型ト
ンネルを想定した場合、トンネル高さH は 1mであり、 は式(4)より 0.58m/s となり、
は約 39000となる。また、1/6スケール（
,a ModelU
Re γ ＝6）の場合（ 0.5mH = ）、 は 0.41,a ModelU m s
となり、 は約 14000となる。どちらも乱流域ではあるが、なるべく実大スケールのレイ
ノルズ数に近いことが望ましい。そのため、本研究では 1/3スケールの模型トンネルを作成
することにし、トンネル高さを 1m、トンネル幅を 1.926mと決定した。 
Re
 
2.2.2 トンネル壁および天井材料の決定 
 
 本研究では小型道路トンネル火災時の避難環境を明らかにするために、熱気流温度分布
および煙濃度分布を主に検討する。温度分布は、壁面への吸熱量の大小に大きく支配され
ることから、実大トンネルと模型トンネルの壁面における吸熱特性の相似性が重要である。
そのため、模型トンネル壁面材料の決定は吸熱特性を支配する相似則を検討して行う。壁
面への熱伝達量および壁内の熱伝導特性を支配する無次元数はそれぞれビオ数 とフーリ
エ数
Bi
Foが挙げられる。 
 
壁面への熱伝達量の相似性（ビオ数） 
 ビオ数は物体表面における熱伝達量と物体内部の熱伝導量との割合を示すものであり、 
hlBi λ=                  (13) 
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で定義される。ここで、 h [ ( )2W m K⋅ ]は壁表面における熱伝達係数、 λ [ ( )W m K⋅ ]は壁材
の熱伝導率、 l [m]は熱伝導に関する代表長さである。 
 
 
壁内の熱伝導特性の相似性（フーリエ数） 
 フーリエ数は物体の熱伝導特性の相似性を表す無次元数であり、 
0
2
t
Fo
l
α=                   (14) 
で定義される。α [ 2m s ]は壁材の熱拡散率（ ( )wcα λ ρ= ）、 [c ( )J kg K⋅ ]は壁材の比熱、
wρ [ 3kg m ]は壁材の密度を示す。また、 [s]は代表時間であり、0t 0t H= g とする。 
 
 表 2-1に模型トンネルの壁材として用いた ALCパネルの吸熱特性について、実大トンネ
ル（コンクリート製）との対比として示す。なお、熱伝達係数は風速および温度によって
変化するが、実大トンネルおよび模型トンネルの両方で共に 7~20 ( )2W m K⋅ の範囲となる。
表から、ALC パネルのフーリエ数は概ね実大小型道路トンネルの値に近いが、ビオ数は実
大小型道路トンネルに比べて若干大きくなる。したがって、実大トンネルに比べて模型ト
ンネルで吸熱が多少大きくなる。しかし、実大小型道路トンネルの吸熱特性を完全に模型
トンネルで再現する理想的な材料の選択は困難であるため、吸熱性が近く、さらに耐火性
や強度を考慮して ALCパネルを採用することにする。 
 
 
 表 2-1 小型道路トンネルと模型トンネルの吸熱特性 
小型道路トンネル 模型トンネル 
 
コンクリート ＡＬＣ 
代表長さ（高さ [m]H ） 3.0 1.0 
比熱 ( )[ J kg K ]c ⋅  8.4× 210  1.21× 310  
密度 3[ kg m ]ρ  2.3× 310  7.00× 210  
熱伝導率 ( )[ W m K ]λ ⋅  1.6 0.17 
熱伝達係数 ( )2[ W m K ]h ⋅ 7.0～20.0 7.0～20.0 
ビオ数 ( )Bi l H=  13.1～37.5 41.2～117.6 
フーリエ数 ( )Fo l H=  5.09× 810−  6.41× 810−  
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2.2.3 実験装置の概要 
 
 図 2-1に模型装置の概略および全体写真（写真 2-1）を示す。 
 実験装置のトンネル内空部は、全長 41m、幅 1.926m、高さ 1.0mの矩形断面であり、勾配
は 0％である。模型トンネルからチャンバに排出された煙は送風機によって排出する。送風
機は実験中に常時稼働させて排煙を行うが、チャンバ部に設けた扉を外気に十分広く開放
することにより、模型トンネル内の気流への影響を軽減している。座標は火源を原点とし、
長さ方向に x、幅方向に 、高さ方向に とした。 y z
 本研究では、無風時における火災熱気流流動を対象としている。そこで、無風時の熱気
流流動の対称性を考慮して、模型トンネルの片端（チャンバに接続されていない側）を ALC
パネルで閉鎖し、半分の規模の火源をその閉鎖壁近傍に設置することで、火災時の片側の
状況を再現した。閉鎖壁の有無により火源近傍での流れは異なるが、発生した熱気流のほ
とんどが天井に沿ってチャンバ側に流れるため、火源から離れた領域の熱気流流動に閉鎖
壁が与える影響は小さく、無風状態の火災熱気流流動を再現していると考えられる。 
 また、従来トンネルに比べて内空容積が小さく、放射熱の影響が大きくなるため、燃焼
形態が異なると考えれる。しかしながら、相似則を満たしつつ燃焼形態を模型実験で再現
することは困難であるため、本研究では燃焼形態に注目せず、火災規模（発熱速度・発煙
速度）を既知とした場合の熱気流流動に注目し、避難時の煙環境について検討するもので
ある。 
 
模型トンネル
チャンバ
送風機
扉
模型トンネル：高さ1m×幅1.926m×全長41m
壁材：ALCパネル（37mm）
チャンバ：高さ2.8m×幅3m×全長2m
壁材：ケイカル板
図 2-1 模型装置全体図 
閉鎖壁 
（ALCにより閉鎖） 
写真 2-1 実験トンネル 
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2.2.4 火源条件 
 
 小型道路トンネルの通行は乗用車に限定されるため想定火災規模も乗用車程度を考慮す
ればよいと考えられる。しかしながら、衝突等による複数台火災や単独火災においても全
焼火災または部分火災等、さまざまな熱出力が考えられる。本研究では、避難環境を研究
対象としていることから、起こりうる火災事故の中でも最も規模が大きくなる場合を想定
火災に採用することにする。 
 車両火災（トンネル外の火災も含める）の統計[66]によると、全焼火災に到るケースは全
事故件数の約 2 割であり、トンネル内火災事故の発生形態に関しても 8 割が単独火災であ
る[67]。さらに、火災発生初期においては複数台火災の確率が減ることから、トンネル利用
者の避難について検討する場合には、単独全焼火災程度の火災規模を想定すれば良いと考
えられる。 
 乗用車の熱出力に関しては、PIARCでは表 2-2に示す数値が参考値として挙げられており
[2]（参考として各種車両の熱出力も掲載した）、大型乗用車火災は 5MWとされている。また、
渡邉らの乗用車燃焼実験では、ミニバン（大型乗用車）火災は 5~6MWと報告されている[68]。
そのため、本研究でも実大スケールに換算して、総発熱速度が 5MWまでの火災規模とした。
ただし、模型実験では、閉鎖壁を用いて火災時の片側の環境を模擬しようとするため、模
型実験で直接計測される燃料減少速度から求められる発熱速度は、閉鎖壁がない場合の半
分と考えることができる。 
 道路トンネル火災では、発災から消防隊到着までの時間を 10分として、その間の避難環
境を維持することを目標に検討が行われている[69]。したがって、実大スケールで 600秒（模
型スケールで 350 秒）以上の燃焼継続となるように実験を行った。すべてのケースにおい
て、実大スケール換算で 1100秒以上の燃焼時間であったことから、避難環境の検討に十分
な燃焼継続時間であると考えられる。 
 
 
表 2-2 各種車両の熱出力[2] 
 
大型乗用車 
 
バス 
 
トラック 
 
タンクローリー 
 
小規模 大規模
熱出力
[MW] 
5~6 20～30 
30～50
50～
100 
200～300 
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2.2.5 計測項目および計測手法 
 
(a) 発熱速度 
 実際の小型道路トンネル内の火災事故は、乗用車による火災であるが、実車火災を模型
実験で再現することが困難であること、また実大トンネル火災実験でもガソリン火皿火災
で代用している[15]ことから、本研究でも火皿火災を採用することにした。火皿火災の発熱
速度の立ち上がりは実車火災と比べて急激であるという違いはあるが、避難環境の検討と
しては危険側を想定したケースであると考え、火皿火災をモデル火災とした。 
 火源にはアスペクト比 1.4 の長方形火皿を用い、n-ヘプタンを燃料として火皿面積
poolA [ ]を 5種類（0.046、0.056、0.079、0.11 ）に使い分けて火災規模を調節した。 
2m 2m
 発熱速度の算出は、電子天秤を用いた燃料の重量から燃料減少速度 ModelR& [ g s ]を求め、n-
ヘプタンの発熱量（低位発熱量：44560 J g）を用いて、 
44560Model ModelQ = ⋅ &R                (15) 
から、完全燃焼を仮定した理論発熱速度 ModelQ [ ]を求めた。なお、重量測定は、図 2-2 に
示すように床を貫通させた火皿支持棒を介して床下に設置した電子天秤によって行った。 
W
 図 2-3 に燃料減少量の測定から得られた理論発熱速度曲線および熱気流内温度の時間変
化を示す。また、火源周辺の様子について写真 2-2に示す。なお、実験時には放射熱の測定
も行い、重量測定から得られた理論発熱速度曲線と放射熱の時間変化曲線が一致すること
を確認している。図中の◇プロットはそれぞれの 30秒平均値を示す。図から、火皿燃焼で
あるため、点火後は短時間で発熱速度が上昇し、100秒以降はほぼ一定の発熱速度となるこ
とが分かる。熱気流内温度は熱気流到達と同時に急激に上昇し、その後は緩やかな上昇カ
ーブとなり、300秒以降でほぼ一定になる。 
 
準定常状態の定義 
 図 2-3の結果から、熱気流内温度の変化がほとんどなくなる 300秒以降で、さらに発熱速
度の 30秒平均値の変化が 3%以下である状態を本研究の準定常状態と定義することにする。 
 また、準定常状態に含まれる 60秒間の平均値を準定常値として用いる。表 2-3に各火皿
面積に対する準定常値とした時間および理論発熱速度を示す。 
PC
電子天秤
火皿：ステンレス 模型トンネル
放射計
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2 燃料減少量の測定方法 写真 2-2 火源の様子 
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図 2-3 理論発熱速度および上昇温度の時間変化 
（火皿面積 0.079 ） 2m
 
 
 
 
 
表 2-3 各実験の準定常値の時間（1分間平均） 
 
火皿面積 [ 2m ] 
平均時間 [s] 
（実大スケール） 
理論発熱速度 [MW] 
（実大スケール） 
0.046 420~480  (727~831) 0.04  (0.6) 
0.056 360~420  (624~727) 0.05  (0.8) 
0.070 360~420  (624~727) 0.067  (1.05) 
0.079 360~420  (624~727) 0.075  (1.2) 
0.11 390~450  (675~779) 0.16  (2.5) 
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(b) 温度計測 
 熱気流温度の時間変化および熱気流先端の移動の測定には、時定数が小さい素線径 0.1mm
の K 型熱電対を用いた。データはデーターロガーを用いて 1 秒間隔で収集した。天井面近
傍温度の測定は天井面から 20mm の距離に熱電対を配置して行った。天井面の吸熱の影響
により天井面近傍では温度勾配が急になるため、各熱電対の天井面からの距離が同一とな
るように慎重に配置した。天井面近傍の配置は幅方向（ 方向）に 7点、トンネル長さ方向
（
y
x方向）に 2m 間隔で設置した。ただし、天井面中央（ 0my = ）は 1m 間隔で配置した。
天井面近傍温度の測定は合計 166点である。 
 縦断面温度の測定は、高さ方向に 8 点（ 0.2 ~ 0.9mz = まで 0.1m 間隔で設置）、 x方向に
2m 間隔で設置した（合計 160 点）。したがって、温度計測点は合計 326 点である。各計測
点の配置を図 2-4に示す。 
 
x
y
z
0 1
3
5
7 9
11
13
15
17 19
21 23
25 27
29 31
33
35 37
39
y=0.375
y=0
y=-0.375
y=-0.625
y=-0.875
y=0.625
y=0.875
高さ方向温度計測
(y=0）
天井面近傍温度計測（z=0.98)
単位：m
z=0.7
z=0.9
z=0.2
z=0.3
z=0.50.5
閉鎖壁（ALCパネル）
41
1
1.926
12
18
24
30
z=0.8
z=0.6
z=0.5
z=0.4
z=0.3
Cs濃度計測
チャ
ンバ
接続
側
図 2-4 計測点の配置 
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(c) 煙濃度計測 
 煙濃度の測定は光学的煙濃度である減光係数 （以下、「Cs濃度」と呼ぶ）を測定する。
Cs濃度はトンネル火災時の視認性を評価する際に一般的に用いられている。 
Cs
 計測方法は、発光部（光強度 0I ）と受光部（透過光強度 ）を一定の距離（光路長 ）に
隔てて設置し、次式のLambert-Beerの法則
I l
[70]に従ってCs濃度Cs [1 m ]を測定する（図 2-5）。 
0
1 ln ICs
l I
⎛ ⎞= − ⋅ ⎜⎝ ⎠⎟
               (16) 
 本研究では、発光部にハロゲンランプ、受光部にフォトダイオードを用いた。計測点は
高さ方向（ 方向）に 5点（ 0.3、0.4、0.5、0.6、0.8m）、距離方向（z z = x方向）に 6m間隔
で設置した（図 2-4参照）。なお、Cs濃度から質量濃度M [ 3g m ]への換算は、 
10   : 2.5[1 m]Cs M Cs= ⋅ <　 [70]                
( )1.73 ln 4.94  : 2.5[1 m]Cs M Cs= ⋅ + ≧ [71]            (17) 
を用いた[52] 
 
 
データロガー
PC
I/Vコンバータ
Siフォトダイオード
ハロゲン光源
ミラー
透過光
模型トンネル
図 2-5煙濃度の計測方法 
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2.3 模型実験結果の実大スケールへの換算 
 
 本研究では小型道路トンネルの避難環境を明らかにすることを目的としているため、模
型トンネル火災実験で計測した n-ヘプタン火皿火災時の Cs濃度を、相似則を用いて実大小
型道路トンネルガソリン火皿火災時のCs濃度に換算することにする。手順を図 2-6に示す。
図中の「 」はデータの流れ、「 」はデータを換算する際の条件を意味する。なお、
本章の議論は準定常状態に対して行うものとする。また、この換算手法は、換算対象の実
大トンネルと模型トンネルとで形状が相似である場合に適用できる。また、n-ヘプタン燃焼
とガソリン燃焼の煙粒子性状が異なるが、ここでは両者の遮光性には大きな違いはないと
仮定する。 
 まず、模型実験の n-ヘプタン燃料減少速度を式(15)に代入し、理論発熱速度 ModelQ を算出
する。次に模型実験と実大トンネルの無次元発熱速度 が同一となる様に、式(7)から実大
小型道路トンネルの理論発熱速度
*Q
RealQ [W]を求める。この RealQ に対応する実大のガソリン減
少速度 RealR& [ g s ]は、ガソリンの単位質量あたりの発熱量（43700 J g）を用いて、 
43700
Real
Real
Q
R =&                 (18) 
として求める。また、1~4 のガソリン火皿火災では、燃焼した燃料のおよそ 5%が煙粒子
になると報告されている
2m
[72]。そのため、 0.05 RealR& を実大小型道路トンネルの発煙速度
RealS [ g s ]とした。 
 一方、n-ヘプタン火皿火災の発煙速度に関する報告については、著者が調べた範囲では見
当たらない。しかしながら、火皿面積 poolA [ ]と火源直上の煙体積流量
2m fV [
3m s ]に関する
報告例があることから、その関係から得られる fV と火源直上の質量濃度 fM [
3g m ]を用い、
n-ヘプタンの発煙速度 ModelS [ g s ]を、 
Model f fS V M=                (19) 
から算出した。ここで模型実験では fM を直接計測していないため、3ヵ所の煙濃度計測点
を外挿して求めた。図 2-7にその計測値（ 0.8mz = ）を示す。質量濃度は煙粒子の拡散によ
って緩やかに減衰するため、最小二乗法を用いて直線近似して火源直上の質量濃度 fM を求
めた。なお、煙濃度計測点は x方向に４ヵ所設置したが、最も火源に近い計測点に関しては、
熱気流厚さが薄くなり、熱気流本流の煙濃度を測ることができなかったため、図 2-7には用
いなかった。 
 実大スケールにおける煙の質量濃度 RealM [
3g m ]は無次元質量濃度 *M （式(11)）の同一性
から求められ、 
2.5
1 Real
Real Model
Model
S
M
Sγ= M            (20) 
となる。図 2-6の換算手順に基づいて求めた実大小型道路トンネルにおける理論発熱速度と
発煙速度を表 2-4に示す。ただし、模型実験の発熱速度は、閉鎖壁がない場合の発熱速度の
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半分となるため、模型トンネルの理論発熱速度 ModelQ 、燃料減少速度 ModelR& 、発煙速度 ModelS は
計測値の 2 倍の値を表に示した。表から、本実験は実大火災の 1.2～5ＭＷ程度であり、乗
用車単独火災事故に相当する実験であることが分かる。なお、表中にはそれぞれの火災規
模に相当するガソリン火皿面積[52]を参考として示す。 
 本手法による換算の妥当性に関して、実大実験結果を用いて検証する。ただし、模型ト
ンネル形状および無次元発熱速度が一致する実大実験が見当たらなかったため、形状の異
なるアーチ型普通道路トンネルで行われた ガソリン火皿火災実験結果24m [16]を用いて行う
ことにする。 
 トンネル内における ガソリン火皿の理論発熱速度はおよそ 14ＭＷ（無次元発熱速度
）と報告されている
24m
* 0.084Q = [52]。そのため、この無次元発熱速度に近い （実大
スケールに換算して約 11ＭＷ）の模型実験結果を比較に用いた。図 2-8 に熱気流内（トン
ネル高さ
* 0.067Q =
H の約 80％の高さ）のCs濃度のトンネル長さ方向分布を示す。図から、実大実験
結果の煙濃度は、火源規模が模型実験に比べて多少大きいため、換算結果の煙濃度よりも
若干大きくなる。しかしながら、どちらも 2.5~3[1/m]の範囲であり、充分に近似できること
が確認できる。 
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 模型トンネル 
n-ヘプタン火皿火災 
小型道路トンネル 
ガソリン火皿火災 
発熱量：44560 J g  
式(15) 
発熱量：43700 J g  
式(18) 
燃料減少速度（計測値） 
ModelR& [ g s ] 
理論発熱速度
ModelQ [MW] 
理論発熱速度
RealQ [MW] 
無次元発熱速度一致
式(7) 
Cs濃度（計測値） 
Cs [1 m ] 
燃料減少速度 
RealR& [ g s ] 
式(17)52)，70)，71) 
発煙速度（式(19)） 
Model f fS V M= [ g s ] 
RealR& の 5%72) 
発煙速度 RealS [ g s ] 
2.5
1 Real
Real Model
Model
SM M
Sγ=  
質量濃度の換算式（式(20)） 
質量濃度 ModelM [ 3g m ]（計測値） 
質量濃度（換算値） 
RealM [ 3g m ] 
火源直上煙体積流量 73) 
fV [ 3m s ] 
図 2-7 
火源直上質量濃度 
fM [ 3g m ] 
Cs濃度 
Cs [1 m ] 
式(17)52)，70)，71)
 図 2-6 模型実験から実大小型道路トンネルへの Cs濃度の換算手順 
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図 2-7 トンネル長さ方向の質量濃度分布（ 0.8mz = 、準定常状態） 
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表 2-4 模型実験と実大小型道路トンネルガソリン火皿火災との対応（準定常状態） 
模型トンネル* 
n-ヘプタン火皿火災（発熱量：44560J/g） 
小型道路トンネル 
ガソリン火皿火災（発熱量：43700J/g） 
poolA  
[㎡] 
ModelQ  
[MW] 
ModelR&  
[g/s] 
ModelS  
[g/s] 
無次元 
発熱速度 
*Q  pool
A  
[㎡] 
RealQ  
[MW] 
RealR&  
[g/s] 
RealS  
[g/s] 
0.046 0.08 1.68 0.0312 0.036 0.6 1.2 27.5 1.38 
0.056 0.10 2.06 0.0446 0.045 0.7 1.6 36.6 1.83 
0.070 0.134 2.78 0.0616 0.060 0.8 2.1 48.1 2.41 
0.079 0.15 3.08 0.0734 0.067 0.9 2.4 54.9 2.75 
0.11 0.32 7.0 0.1414 0.140 1.6 5.0 114.4 5.72 
*：模型トンネルは閉鎖壁を用いているため、 ModelQ 、 Model&R 、 ModelS は測定値×2として示す。 
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図 2-8 換算結果（Q ）と実大実験結果との比較（* 0.067= H0.8z = 、準定常状態） 
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2.4 普通道路トンネルと小型道路トンネルの熱気流分布の比較 
 
 本節では、前節で示した相似則ならびに図 2-6の換算手順を用いて実大小型道路トンネル
スケールに換算した模型実験結果と代表的な断面の普通道路トンネル実大火災実験結果[16], 
[17]とを比較し、避難環境の違いについて検討する。 
 
 図 2-9 に小型道路トンネルおよび比較に用いた普通道路トンネルの断面形状を示す。(a)
の小型道路トンネルの断面（以下、「断面S」と呼ぶ）は 2.2.1項で用いた用いた形状と同じ
である。普通道路トンネルの断面は、(b)の長方形断面（以下、「断面R」と呼ぶ）[17]（高さ
×幅：4.7ｍ×9.8ｍ、断面積 ）および(c)のアーチ型断面（以下、「断面H」と呼ぶ）246mA =
[16]（高さ×幅：6.9ｍ×9.8ｍ、断面積 ）である。いずれも道路トンネルとしては一
般的な大きさ・形状である。断面Hのトンネルに関しては 1.1%の緩やかな縦断勾配を有し、
勾配 0%の熱気流分布と異なることが懸念されるが、勾配 0%、4%、8%の熱気流分布を比較
した例
257mA =
[73]では、4%と 8%の違いに比べて、0%と 4%の違いは小さいとされていることから、
1.1%の熱気流分布は 0%と大きく異ならないと考え、比較に用いることにした。 
 火源は断面Rでは メタノール火皿（理論発熱速度28m 6.5MWQ = ）、断面H では ガソ
リン火皿（理論発熱速度 ）である。 ガソリン火皿は、普通道路トンネルの避
難環境を検討する際のモデル火災である大型バス単独火災に相当する火災規模とされてい
た
24m
14MWQ = 24m
[75]。近年では、清水第三トンネルの実大実験[20]のバス火災に対する 3 次元火災シミュレ
ーションから、総発熱速度は約 30MWと推定され、 ガソリン火皿火災相当であると報
告されている
29m
[76]。また、断面Rの火災実験では、ガソリン火皿火災の実験例が見られなかっ
たため、模型実験結果の無次元発熱速度（ ）に近い メタノール火皿を用いる
ことにした。 
* 0.06Q = 28m
 図 2-10に、断面Sの天井面近傍水平面（ 2.94mz = ）温度分布図および中央縦断面（ ）
の温度分布図を示す。火災規模は普通乗用車単独火災（総発熱速度、約 ）
0my =
2.7MWQ = [75]に
相当する であり、準定常状態の温度分布について示した。無風状態であるた
め、温度成層状態が形成され、壁面への吸熱により火源から離れるに従って熱気流温度が
低下することが分かる。 
2.4MWRealQ =
 図 2-11に高さ方向の温度分布を断面 S、R、Hのそれぞれについて示す。断面 Sは 、
断面 Rおよび断面 Hは の幅中央部の分布である。図中の
81mx =
80mx = 1.5mz = の破線は避難者の
目線の高さの目安として示した。また、断面 S の発熱速度は普通乗用車単独火災相当であ
る および大型乗用車単独もしくは普通乗用車 2 台の火災規模に相当する
について示した。図より、断面 S の熱気流層の厚さは、断面 R、H に比べて
薄いものの、天井高が低いために、熱気流層下面の路面からの高さ（以下、「熱気流高さ」
と呼ぶ）は低くなることが分かる。 
2.4MWRealQ =
5.0MWRealQ =
 図 2-12に、断面 Sに関して、火災規模が熱気流高さに与える影響について示す。図中の
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プロットは、通常時の雰囲気温度から 30K温度上昇する高さであり、図 2-11の温度勾配が
30K前後で最も大きくなることから、30Kを熱気流高さを評価する温度の目安として用いた
（以下、「評価温度呈示高さ」と呼ぶ）。この図より、火源から離れるほど評価温度呈示高
さはわずかに高くなり、熱気流厚さが薄くなる傾向が確認できる。また、火災規模が大き
くなるほど熱気流厚さも厚くなり、評価温度呈示高さは 2.4MWRealQ = で約 1.9～2.1m、
で約 1.5～1.8mとなる。なお、図 2-11から断面Rの評価温度呈示高さは約 2.2m、
断面 Hでは約 4.4mであることから、普通道路トンネルでは、バス火災程度の火災規模で温
度成層状態が維持できれば路面付近の避難環境を確保できる可能性があるが、小型道路ト
ンネルの乗用車火災の場合には、たとえ温度成層状態が維持されたとしても熱気流高さが
低くなり、避難環境の確保が困難であることが分かる。 
5.0MWRealQ =
 図 2-13 は、断面 S の準定常状態時における無次元高さ （* 0.98z = *z z H= ）の天井面幅
中央のトンネル長さ方向（ x方向）の温度分布である。縦軸は無次元上昇温度 、横軸は
無次元距離
*T
*x （ *x x H= ）である。図より、火源から離れた領域（ ）におけ
る対数温度降下率
* 10.0 ~ 35.0x =
( )*lnd T dx* を最小二乗法によって求めた結果、 （1.2～
5.0MW）で 0.018～0.02となり、対数温度降下率は火災規模にほとんど依存しないことが分
かる。 
* 0.036 ~ 0.14Q =
 図 2-14 に、普通道路トンネル（断面 R）と実大小型道路トンネル（断面 S）の天井面幅
中央のトンネル長さ方向の温度分布を示す。図より、断面 S の対数温度降下率は、断面 R
に比べて大きくなることから、小型道路トンネルの方が熱気流が冷やされやすく、火源か
ら離れた領域における煙の降下が発生しやすくなるものと考えられる。これは、以下の理
由からも理解できる。スケール比 γ の 2つのトンネルにおいて、フルード数相似則より発熱
速度Qは 2.5γ に比例する（式(7)）。また、天井材が同じとすると、天井・壁面への吸熱量
は熱気流と天井・壁との接触面積に比例し、 は
wQ
wQ
2γ に比例する。したがって、 wQ Qは 0.51 γ
に比例し、スケール比が小さい場合には発熱速度に対する吸熱量の割合が増加し、断面が
小さいトンネルの方が熱気流が冷やされやすいことになる。 
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図 2-9 小型道路トンネルおよび普通道路トンネルの断面形状 
 
 
 
 
(a) 天井面温度分布図（ 2.94mz = ）
(b) 縦断面温度分布（ 0my = ） 
図 2-10 断面 Sの温度分布図（Q 2.4MWReal = 、準定常状態） 
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図 2-11 小型道路トンネルおよび普通道路トンネルにおける高さ方向温度分布 
（断面 S：準定常状態、断面 R：690s、断面 H：450s） 
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図 2-12 評価温度呈示高さ（ 30KT∆ = ）の長さ方向分布 
（断面 S、準定常状態） 
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 図 2-13 天井面中央 x方向温度分布 
（断面 S、準定常状態）  
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図 2-14 小型道路トンネル（ ）および普通道路トンネル
における熱気流温度の
* 0.067Q =
x方向分布 
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2.5 小型道路トンネル内ガソリン火皿火災時の煙濃度および煙挙動 
 
 前節に示したように、小型道路トンネルは、普通道路トンネルに比べて煙が充満しやす
い。そこで、本節では小型道路トンネルの火災時における煙挙動の特徴について検討した。 
 
 火災規模について、Cs濃度の高さ方向分布（2.4MWRealQ = Realt = 104s、208s、312s、416s、
準定常状態時）を図 2-15に、距離 x = 36m、54m、72m、90mの 2.4mz = および にお
ける Cs濃度の時間変化を図 2-16に示す。図 2-15から、Cs濃度の上昇は熱気流内だけでは
なく、時間経過に伴って路面付近でも発生することが分かる。また、図 2-16から、Cs濃度
の上昇は、熱気流内（(a)図）では火源から遠ざかる順（
1.2mz =
36mx = → 90mx = ）で発生し、路
面付近（(b)図）では火源に近づく順（ 90mx = → 36mx = ）で発生することが分かる。この
煙流動に関して図 2-17に模式図を示す。火源から発生した熱気流は、天井面に沿って流れ、
天井・壁面より吸熱されることで次第に温度低下し、浮力が小さくなるために煙が降下す
る。また、天井付近の熱気流が火源から遠ざかる方向に流れるのに対し、路面付近では逆
に火源に近づく方向の流れとなる。そのため、降下した煙は、この路面付近の流れにより
火源方向に運ばれる。図 2-16(b)が示すように、降下した煙は Cs濃度が 0.4[1/m]以上の高濃
度の状態で逆流するため、路面付近の環境を急激に悪化させることになる。 
 図 2-18に準定常状態時の Cs濃度の高さ方向分布を各発熱速度（ 1.6MW、2.4MW、
5.0MW）について示す。図から、火災規模が大きいほど路面付近を逆流する Cs濃度が高く
なることが分かる。また、図中の
RealQ =
54mx = における 5.0MWRealQ = の分布形状は、 よ
りも路面に近い の Cs濃度が高い値を示している。これは、
1.8mz =
1.5mz = 54mx = の位置は図 2-17
の成層状態に対応し、路面近くを低温の濃い煙が逆流するために発生し、特に火災規模が
大きい場合には、路面近傍の煙濃度が著しく上昇する。一方、 90mx = については、路面近
傍での煙濃度の逆転は発生していないこと、かつ 1.8mz = の濃度は 54mx = よりも高くなっ
ていることから、図 2-17中の降下領域に対応していると考えられる。 
 以上から、90m地点において天井部に高濃度の煙が到達する時間は約 170秒であり、同じ
く 90m地点の路面近くに高濃度の煙が到達する時間は約 210 秒であることから、小型道路
トンネルにおける煙降下発生距離と降下発生時間は、大まかに 100m前後、約 200秒である
と推測できる。第二東名高速道路清水第三トンネル（大断面トンネル）における ガソリ
ン火皿火災のシミュレーションでは、煙降下発生距離は 270～350m、降下発生時間は 7~8
分と報告されている
29m
[53]。また、前節の断面Hの ガソリン火皿火災実験結果では、降下時
間は 10分以上と報告されている
24m
[16]。したがって、小型道路トンネルにおける火災時の煙降
下現象は、従来トンネルに比べると、短時間に短距離で発生することから、トンネル内に
煙が充満する危険性が高いことが分かる。 
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図 2-15 高さ方向の Cs濃度分布の時間変化 
（Q 2.4MWReal = ） 
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(b) 路面付近（ 1.2mz = ） 
図 2-16 Cs濃度の時間変化（Q 2.4MWReal = ） 
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 図 2-17 小型道路トンネルにおける煙流動の模式図 
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図 2-18 高さ方向 Cs濃度分布の火災規模による影響 
（準定常状態） 
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2.6 小型道路トンネルにおけるガソリン火皿火災時の避難環境 
 
2.6.1 火災規模の影響 
 
 自動車トンネル火災では、避難者の視認性が確保できる限界の煙濃度の目安を
[1/m]としている0.4Cs = [77]。そこで、本研究でも 0.4Cs = [1/m]を目安として火災時の避難環
境について検討する。 
 
 図 2-19 は、 [1/m]の煙が路面からの高さ0.4Cs≧ 2.4mz = 、 1.5mz = 、 に到達した
時間について、横軸に火源からの距離
0.9mz =
x [m]、縦軸に到達時間をとり示した図である。火災
規模は、 （(a)図）、1.2MWRealQ = 2.4MWRealQ = （(b)図）、 5.0MWRealQ = （(c)図）である。先
ず、熱気流先端の進行は、天井近くの 2.4mz = の結果（●印）から分かり、その直線の勾配
の逆数が煙先端の進行速度となる。図から、火災規模が大きくなるに従って煙の先端進行
速度も速くなり、発熱速度が の範囲で進行速度は 0.8～1.21.2 ~ 5.0MWRealQ = m s程度になる
ことが分かる。2.4 節で用いた普通道路トンネルの断面Hのガソリン火皿火災実験[16]では、
煙の先端の進行速度は 2m/s強と報告されていることから、小型道路トンネルの煙の進行速
度は普通道路トンネルの半分程度になることが分かる。 
 次に、 の結果（▲印）について見ると、いずれの場合も右下がりになり、火源よ
り遠方から煙濃度が高くなることからも、降下した煙が火源方向に逆流することが分かる。
の到達時間は、 と
1.5mz =
1.5mz = 2.4MWRealQ = 5.0MWRealQ = のケースはほぼ同じであるが、小規模
火災である のケースについては 2 分程度遅れることが分かる。これは、火災
規模が小さい場合には、大きい場合に比べて降下発生距離は短くなるが、発生煙量が少な
く、煙が到達および [1/m]の濃度に充満するまでに時間がかかるためと考えられる。
一方、火災規模が大きい場合（
1.2MWRealQ =
0.4Cs≧
5.0MWRealQ = ）には、煙発生量は多くなるが、熱気流温度
も高くなるために、降下発生距離が延び、煙が逆流して計測点に到達するまでに時間がか
かることになる。その結果、 2.4MWRealQ = と 5.0MWRealQ = の到達時間にあまり違いが見ら
れなかったものと考えられる。 
 なお、 の結果と の結果を外挿した交点が煙降下位置と時間を示すと考え
られる。これにより、 の降下発生距離は約 110m、降下時間は 180sと推測でき
る。しかしながら、模型実験装置のチャンバの影響が不明であることなど、小型道路トン
ネルの降下特性（降下発生距離、降下発生時間）の特定にはさらに詳細な検討が必要であ
ると考えられる。 
2.4mz = 1.5mz =
2.4MWRealQ =
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図 2-19 小型道路トンネルの煙到達時間 
 
 
   第 2章 乗用車専用小型道路トンネル内におけるプール火災時の避難環境に関する模型実験       49
2.6.2 渋滞車両による影響 
 
 トンネル火災時には、交通流の遮断による渋滞のため、停車車両が熱気流挙動に影響を
与える可能性がある。本項では、この渋滞車両の存在が熱気流挙動に与える影響について
検討を行う。2.1節で述べたように、小型道路トンネルは対面通行の適用が大部分を占める
と考えられることから、ここでは対面通行を想定した渋滞車両の配置を行う。火災発生時
には火源による交通流の遮断が起こり、坑口から火源に近づく車両は停車をよぎなくされ
るが、運よく火源の前方を走行する車両はそのまま坑口から走り去ると考えられる。その
ため、図 2-20 に示すように火源に向かって左側車線のみ渋滞車両を配置した。渋滞車両の
寸法は一般のセダンクラスとし、実大サイズで高さ 1.5m、幅 1.7m、長さ 4mの箱（模型実
験では、高さ 0.5m、幅 0.57m、長さ 1.33m）で模擬した。車両間距離は、計測点位置との関
係から一定ではないが、 （実大 9.9m～117m）の区間に平均車頭間隔を 2.6m
（実大 7.8m）として 14台設置した。側壁から車両までの距離はすべて 0.25m（実大 0.75m）
とした。図 2-20中には高さ方向温度および Cs濃度の計測位置（図 2-21で用いた計測点）
も示した。 
3.3 ~ 39.0mx =
 渋滞車両の有無が高さ方向温度分布および高さ方向の Cs濃度分布に与える影響について
図 2-21（温度分布：(a)図、Cs濃度分布：(b)図）に示す。図 2-21(a)より、5MWの渋滞車両
ありの場合にわずかに高い温度となるが、その他は有意な違いは見られない。これは、車
両高さが熱気流高さより低く、温度成層流に影響を及ぼさないためと考えられる。一方、
Cs 濃度分布（図 2-21(b)）について見ると、 2.4mz = では渋滞車両の有無の影響は見られな
いが、 になると渋滞車両がある場合はない場合に比べて煙濃度が高くなり、
以下では逆に渋滞車両がない場合に高い値を示す。さらに、渋滞車両なしの場合に見られ
た路面近くの煙濃度が高くなる逆転現象は、渋滞車両が存在する場合には確認できない。 
1.8mz = 1.5mz =
 図 2-22に示す路面付近（ ）の Cs濃度の時間変化からも、渋滞車両がある場合に
は、ない場合に比べて Cs濃度の上昇が緩やかであり、路面近傍への煙の拡散が遅れること
が分かる。 
1.2mz =
 図 2-23に渋滞車両がある場合に対して図 2-19と同様に煙の到達時間を示す。火災規模は
図 2-19 の渋滞車両がない場合とほぼ同じである。まず、 2.4mz = の煙先端の進行速度に関
しては、渋滞車両がない場合（図 2-19）に比べて若干遅く、0.7～1.0m/s であるが、大差は
見られず、渋滞車両が熱気流の進行に与える影響は小さいことが分かる。 では、渋
滞車両がある場合に [1/m]の濃煙の到達が遅れ、さらに
1.5mz =
0.4Cs≧ 0.9mz = の高さの煙濃度が
[1/m]となるのは、火源にもっとも近い0.4Cs≧ 36mx = だけであり、 m の位置では
0.4[1/m]にはならない。以上から、本研究の車両のサイズおよび配置パターンにおいて、渋
滞車両が避難環境をより悪化させることはなく、路面付近の煙濃度も車両なしの場合に比
べて低くなることが分かった。しかしながら、発生メカニズムに関しては、より詳細な検
討が必要であると考えられる。 
50x≧
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 図 2-20 渋滞車両の配置および車両の寸法 
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図 2-21 渋滞車両が高さ方向分布に与える影響（準定常状態） 
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図 2-23 渋滞車両が存在する場合における小型道路トンネルの煙到達時間 
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2.7 まとめ 
 
 乗用車専用小型道路トンネル内火災時の避難環境を把握するために、模型実験を行った。
模型実験はフルード数相似則およびレイノルズ数を考慮して 1/3 スケール大型模型トンネ
ルを設計・製作して行った。また、模型実験によって計測された煙濃度をフルード数相似
則を適用し、実大トンネルの煙濃度へ換算する方法を提案した。その換算方法を用いて小
型道路トンネルにおけるガソリン火皿火災をモデル火災とした場合の煙挙動について検討
した結果、以下のことが明らかとなった。 
 
 
1) 普通道路トンネルに比べると、天井が低いため、熱気流高さが低くなり（1.5~2.1m程度）、
成層熱気流の下の避難環境を維持することは困難である。 
 
2) 小型道路トンネルの煙の降下発生距離は、大断面トンネルの降下発生距離（約
270~350m）と比べて大幅に短くなり（約 110m）、発火から煙が降下するまでの時間も、
普通道路トンネルの 10分以降に比べて早く降下する（3分程度）。そのため、迅速な避
難行動が重要である。 
 
3) 乗用車 1~2台の火災規模（ 1.2 ~ 5.0MWRealQ = ）の場合、煙の先端の進行速度は 0.8~1.2m/s
程度であり、普通道路トンネルの ガソリン火皿火災実験の約 2m/s に比べて半分程
度となる。 
24m
 
4) 渋滞車両の存在による熱気流の進行への影響はほとんどない。また、路面付近の煙濃度
に関しては、本研究の車両サイズおよび配置の条件下では、渋滞車両がある場合には、な
い場合よりも濃度が低くなり、渋滞車両の存在がさらに避難環境を悪化させることがない
ことを確認した。 
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３．乗用車専用小型道路トンネル内における乗用車火災時の
熱気流挙動に関する数値シミュレーション 
 
3.1 緒言 
 
 前章では、模型トンネル火災実験によって、小型道路トンネル内プール火災時の避難環
境に関して検討し、煙の降下が短距離・短時間で発生し、さらに熱気流高さが低くなるこ
とから、避難空間の確保が困難であることが明らかとなった。しかしながら、降下距離お
よび降下時間を大まかに推定することはできたが、詳細な特定までには至らなかった。ま
た、火源を火皿燃焼としていることから、実際の車両火災の避難環境を必ずしも再現して
いるわけではない。 
 そこで本章では、3次元シミュレーションを用いて乗用車火災時の小型道路トンネルの熱
気流（煙）挙動特性を検討することにする。シミュレーションを用いた検討の際には、シ
ミュレーション精度が重要であることから、本研究では前章の模型実験に対してシミュレ
ーションを行い予測精度の確認を行った。また、火源からの煙発生量に関しては、避難環
境に直接的に影響を及ぼすため重要な量であるが、乗用車火災に関しては、これまでに発
熱速度について検討した例[68]、[78]、[79]は見られるが、煙発生速度について検討した例はほと
んどない。そのため、本研究ではトンネル内乗用車火災の発熱・煙発生速度に関しても、
過去の実大火災実験結果に対するシミュレーションから明らかにし、その発熱・煙発生速
度を基に熱気流流動解析を行い、小型道路トンネルの防災設計の基礎データとなる熱気流
および煙挙動特性について検討を行った。 
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3.2 模型実験とシミュレーションの比較 
 
 本研究で用いるシミュレーションプログラムは、従来の通常断面および大断面トンネル
実大火災実験に対してシミュレーションを行い、結果の比較から、定量的な予測精度を有
することを確認している[51]、[53]、[72]、[76]、[80]。本章では、小断面トンネルの避難性状の予測
精度を確認するために、前章の縮小模型トンネル火災実験に対してシミュレーションを行
う。 
 
3.2.1 シミュレータの概要 
 
 シミュレータの基礎式は以下に示す流体の圧縮性を考慮した支配方程式を用いる。また、
乱流モデルには LES（Smagorinskyモデル）を用いる。 
 
（連続の式） 
( ) 0
t
ρ ρ∂ +∇ =∂ v                (21) 
（運動方程式） 
( 0D )p gDtρ τ ρ= −∇ +∇ + −
v ρ             (22) 
ただし、 
( ) ( ) ( )t,  = TDDt t τ ρν
∂ ⎡ ⎤= + ⋅∇ ∇ + ∇⎣ ⎦∂ v v　 v           (23) 
であり、P [Pa]を絶対圧力、 sP [Pa]、 0ρ [ 3kg m ]を非火災時でかつ 0=v とした場合の圧力と
密度として、 sp P P= − とする。 
（エネルギー方程式） 
(v v t h
h
DC T C
T Q P
Dt
ρνρ σ
⎛ ⎞∆ )= ∇ ∇∆ + − ∇⎜ ⎟⎝ ⎠ v⋅          (24) 
（状態方程式） 
( )0
P
R T T
ρ = ∆ +                (25) 
（煙の拡散方程式） 
t
c
c
DM M S
Dt
ρνρ ρσ
⎛ ⎞= ∇ ∇ +⎜ ⎟⎝ ⎠
            (26) 
ここで、ρ [ 3kg m ]は密度、v [m/s]は速度ベクトル、 [K]は通常時の雰囲気温度、0T g [ 2m s ]
は重力加速度（-z方向にのみ作用）、 [vC ( )J kg K⋅ ]は定容比熱、 hσ は乱流プラントル数、 cσ
は乱流シュミット数、M [ 3g m ]は煙質量濃度、 [hQ
3W m ]は単位体積あたりの煙発生速度、
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cS [ ( )3g s m⋅ ]は単位体積あたりの煙発生速度である。 tν は乱流拡散係数であり、LES乱流モ
デルを用いて、 
( )
1 22
2 1
2
ji
t sgs
j i
C
x x
ν
⎡ ⎤⎛ ⎞∂∂⎢ ⎥= ⋅∆ +⎜ ⎟⎜ ⎟⎢ ⎥∂ ∂⎝ ⎠⎣ ⎦
vv
            (27) 
である。ここで、 sgsC はスマゴリンスキー定数、∆はフィルター幅（ ( )1 3dxdydz∆ = ）、添え
字 はそれぞれ,  ji x、 、 軸方向の成分を表す。また、式(25)においてy z 0sp P T T∆≪ （実際
は は最大 100Pa程度、p sPは Pa、
510 T∆ は数 100K、 は 300K程度）であり、0T sPを標準大
気圧 とすると、式(25)は、 0P
( )0 0
P
R T T
ρ ≈ ∆ +                (28) 
となる。そのため、密度変化は温度変化のみによって決まり、 
( )0
1 1D D
Dt T T Dt
ρ
ρ
T∆= − ∆ +              (29) 
と置くことができる。これを連続の式（式(21)）に代入し、さらに式(24)に代入すると、エ
ネルギー方程式は、 
1 v t
h
p h
CD T T Q
Dt C
ρν
ρ σ
⎡ ⎤⎛ ⎞∆ = ∇ ∇∆ +⎢ ⎥⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠⎣ ⎦
           (30) 
となる。また、連続の式は、 
( )0
1 v t
h
p h
C
T Q
C T T
ρνν ρ σ
⎡ ⎤⎛ ⎞∇ = ∇ ∇∆ +⎢ ⎥⎜ ⎟∆ + ⎢ ⎥⎝ ⎠⎣ ⎦
          (31) 
となる。 
 Smagorinsky定数 sgsC は 0.1~0.2 が望ましい
[80]ことから本研究では 0.1 とした。また、 hσ 、
cσ は共に 0.7 としたが、0.5~1.0 の範囲では結果に大きな影響を与えないことを確認してい
る[80]。 
 温度成層流による乱流拡散の抑制効果については、フラックスリチャードソン数 fR を用
いたモデル、つまり、 
( ) ( )
( ) (
( )
1 2
1 2
1          0 ,  
1   0 ,  
0                      0
f f
f fc f fc
fc f t
R R
R R R R
R R
β
ν
⎧ − >⎪⎪= − < <⎨⎪ < =⎪⎩
不安定
安定
では
)            (32) 
の β を式(27)の右辺に乗じ、鉛直方向の温度勾配に応じて拡散係数を調整するモデル[81]を用
いてのシミュレーションも試みた。ここで、 fR は、 
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( )
( ) 21 22 2f
g z
R
u v
z
ρ
ρ
∂ ∂= −
⎡ ⎤∂ +⎢ ⎥⎢ ⎥∂⎢ ⎥⎣ ⎦
               (33) 
であり、臨界フラックスリチャードソン数 fcR は 1/3 である。そのため、シミュレーション
結果に対する影響はほとんど見られず、かつ計算が発散しやすいという結果であった。し
たがって本研究では、式(27)の標準的な Smagorinskyモデルを用いた。 
 数値計算時の時間進行は、予測子修正子法である陽的 Crank-Nicholson法によって、式(22)
から速度場を、式(30)から温度場を、式(26)から煙濃度場を求め、連続の式（式(31)）を満
たすように SMAC 法により速度場、圧力場の修正を行う。運動方程式の移流項は四次精度
中心差分、エネルギー方程式の移流項は三次精度風上差分、煙の質量濃度の移流拡散方程
式の移流項は一次精度風上差分、その他の項は二次精度中心差分で離散化した。 
 火源モデルは燃焼反応を考慮せずに発熱・煙発生領域を設定し、エネルギー方程式、煙
質量濃度の移流拡散方程式のそれぞれの生成項で表現した。また、壁面へ吸熱された熱は
主に表面の垂直方向に伝わることから、壁・天井に接する計算セルの面のそれぞれについ
て、垂直方向の一次元熱伝導方程式をそれぞれ解いて吸熱量を見積もった。 
 
3.2.2 シミュレーション条件 
 
 図 3-1は、シミュレーションの解析領域である。座標の原点は火源の中心（トンネル幅方
向の中央、チャンバ接合部から 41m）とした。模型実験では、勾配 0%のトンネルに対して
無風時の熱対流を想定して行った。そのため、火源から 0.5m 離れた横断面を ALC パネル
で閉鎖し、火源から発生するプルームによる熱流量のほとんどが片側に流れるようにして、
火災時の片側のみを再現した。そこで、シミュレーションでも模型実験と同様に火源近傍
を壁で閉鎖してシミュレーションを行うことにした。また、本研究では、避難環境に関す
る検討が主題であり、火源から離れた領域の熱気流挙動に注目することから、前節で述べ
たように、燃焼反応過程および熱放射を考慮しない火源モデルを採用した。 
 発熱・煙発生領域に関しては、 x、 y方向には模型実験の火源の火皿面積と同じ大きさと
し、高さ（ 方向）はトンネル高さの半分程度（約 0.5m）とした。模型トンネルの壁材に
はALCパネルが用いられているため、シミュレーションの吸熱計算に必要な壁の物性値と
して、熱伝導率 0.5[
z
( )W m K⋅ ]、密度 1000[ 3kg m ]、比熱 1200[ ( )J kg K⋅ ]をそれぞれ与えた。
格子幅はできるだけ細かく設定することが望ましいが、細かく設定するほど計算機資源を
多く必要とし、CPU時間も長くなる。そのため、計算結果に影響を及ぼさない範囲でできる
だけ粗い格子を用いる必要がある。既往の格子分割数の検討結果から、高さ方向に 21分割
以上であればシミュレーション結果に大きく影響を及ぼさないことが分かっている[51]。そ
こで、本研究では高精度側に判断して 25 分割とし、 x、 、 方向にそれぞれ 、y z 0.1mdx =
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0.062mdy = 、 の分割幅とした。本研究では、細かな流動変動を含んだ非定常性の
強い流動現象のシミュレーションを行うため、タイムステップの決定に際しては単に安定
であるだけでなく、非定常現象の再現性を考慮してクーラン数が 0.25 の可変ステップとし
た。 
0.04mdz =
 
 
 
 
 
 
 
41.0 6.00.5
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z
材質：ALCパネル模型トンネル内格子幅
dx=0.1，dy=0.062，dz=0.04
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チャンバ部
3.0
1.926
y
z
Unit:m
模型トンネル部
チャンバ部
図 3-1 模型実験に対するシミュレーションの解析領域 
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3.2.3 模型実験結果とシミュレーション結果の比較 
 
 本項では、前章の 0.11 n-ヘプタン火皿火災実験に対してシミュレーションを行い、シ
ミュレータの再現性について検討する。図 3-2は、 火皿の理論発熱速度曲線である。
図中の破線で囲まれた時間帯（390s~450s）は準定常状態を示し、この時間帯の平均燃料減
少速度は 3.5g/s であることから、理論発熱速度 は 0.16MW となり、実大小型道路トンネ
ル（高さ 3.0m、幅 5.8m）ではフルード数相似則から 5MW（大型乗用車単独火災程度）の
規模に相当する。 
2m
20.11m
Q
 
(a) n-ヘプタン火皿の対流発熱速度 
 シミュレーションの入力は熱対流成分の発熱速度（対流発熱速度）であるため、図 3-2の
理論発熱速度 の対流発熱速度 の割合について検討する。なお、発熱速度の時間変化
は、図 3-2を折れ線近似した変化を与える。 
Q convQ
 ガソリン火皿火災の場合には、 は の約 50%と報告されているconvQ Q
[51]。n-ヘプタンはガ
ソリンの主成分であり、これに近いものと考えられることから、 をQの 45％、50％、
55%としてシミュレーションを行い、模型実験の温度分布と比較して の熱対流に寄与する
割合を検討する。 
convQ
Q
 図 3-3は、準定常状態時における熱気流内（ 0.8mz = ）のトンネル長さ方向（ x方向）温
度分布である。図の実験値と各シミュレーション結果の誤差の 2 乗和は、45%の場合には
、50%の場合には 、55%の場合には となり、50%が最も実験結果
に近いことから、熱対流発熱速度 は理論発熱速度 の 50%と決定した。なお、最小二
乗の対象とした区間は放射熱の影響が無視できる
31.26 10× 30.18 10× 31.58 10×
convQ Q
11 ~ 35mx = の区間とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 3章 乗用車専用小型道路トンネル内における乗用車火災時の熱気流挙動に関する数値シミュレーション       59
 
 
0 100 200 300 400 500 6000
0.1
0.2
Q
t
[M
W
]
[s]
測定値(5秒平均値）
sim.入力値
準定常値の時間（60秒間）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-2 理論発熱速度曲線 
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図 3-3 対流発熱速度 の違いによる熱気流内温度のトンネル長
さ方向分布（ z
convQ
0.8m= 、0.11 m 火皿、準定常状態） 2
 
 
 
   第 3章 乗用車専用小型道路トンネル内における乗用車火災時の熱気流挙動に関する数値シミュレーション      60
(b) 熱気流温度分布の比較 
 実験とシミュレーションの熱気流分布の比較から、シミュレーションの吸熱量および熱
気流厚さの再現性に関して検討する。 
 吸熱の同一性に関しては、図 3-3の実験およびシミュレーションの温度減衰の同一性から
知ることができると考えられるため、対数温度降下率 ( )logd T∆ dxを比較することから検討
する。図中の実験の対数温度降下率 ( )logd T∆ dxは 0.016 であり、シミュレーションの
( )logd T∆ dx
Q
は 45~55%のいずれの場合にも大きく違わずほぼ一定の値 0.014～0.016である。
両者はほぼ同じ値を示していることから、シミュレーションは天井面の吸熱を定量的によ
く模擬していることが分かる。 
 の天井面温度分布図（0.5convQ = 0.98mz = ）を図 3-4 に、縦断面温度分布図（ ）
を図 3-5に、高さ方向の温度分布図を図 3-6に示す。図 3-6で示した座標（ 、 ）
に関しては、以降に示す高さ方向の Cs濃度分布の計測断面が限定（
0my =
11mx = 23mx =
x = 12、18、24、30m）
されることから、火源に近い（ 付近）位置と比較的離れた位置（ 付近）に
ついて示すことにした。これらの図から、 の範囲であれば実験とシミュレーション
はよく一致し、シミュレーションは熱気流分布をよく再現していることが分かる。 の
火源近傍ではシミュレーションは実験に比べて低い値を示すが、これはシミュレーション
では放射熱の影響を考慮していないためと考えられる。熱気流層厚さに関しても、図 3-5お
よび図 3-6から、シミュレーションと実験の両結果はよく一致しているため、シミュレーシ
ョンは無風時の成層熱気流をよく再現していることが分かる。 
12mx = 24mx =
10mx >
10mx <
 以上の結果より、シミュレーションは天井面の温度分布および熱気流厚さを定量的に模
擬していることから、壁面への吸熱量および温度成層流とその下を流れる低温層への混
合・拡散量を定量的に模擬しているものと考えられる。 
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模型実験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
シミュレーション 
図 3-4 模型実験およびシミュレーションの天井面（ 0.98mz = ）近傍温度分布図 
（準定常状態時、0.11 m ） 2
模型実験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
シミュレーション 
図 3-5 模型実験およびシミュレーションの縦断面（ 0my = ）温度分布図 
（準定常状態、0.11 m ） 2
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図 3-6 模型実験およびシミュレーションの 
高さ方向の温度分布（準定常状態） 
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(c) n-ヘプタン火皿の煙発生速度 
 火皿燃焼の煙発生速度に関する検討例としては、ガソリン火皿火災実験に対して行われ
た例があり、1 ガソリン火皿火災の煙発生速度は燃料減少速度[g/s]の約 5%程度であると
報告されている
2m
[72]。本研究でも既報[72]と同様の手法でn-ヘプタン火皿火災の発煙率 β （燃
料減少速度と煙発生速度の比）を検討する。 
 図 3-7 は、0.11 火皿の 、2m 12mx = 0.8mz = におけるCs濃度の時間変化である。図中のプ
ロットは模型実験の測定値であり、ラインは 0.006β = 、 0.008β = 、 0.01β = としたシミュレ
ーション結果である。なお、シミュレーションで求められる煙濃度は質量濃度M [ 3g m ]で
あるため、質量濃度M からCs濃度 [1/m]への換算Cs [52]、[70]、[71]は 2 章で示した式(17)を用い
た。 
 図より、シミュレーションの Cs濃度の時間変化は、実験の時間変化と概ね一致すること
が分かり、シミュレーションは実験の濃度変化を捉えることができていると考えられる。
発煙率に関しては、図 3-8 に示す 0.006 ~ 0.01β = （0.001 刻み）の準定常状態時の実験値と
各 β のシミュレーション結果の誤差の 2 乗和から、 0.008β = のケースが最も実験結果に近
いことから、本模型実験の n-ヘプタン火皿燃焼の発煙率は約 0.8%であり、約 0.028 g s（燃
料減少速度の煙発生速度であったことが分かった。 
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 図 3-7 発煙率 β の違いによる Cs濃度の時間変化
（ 、 z12mx = 0.8m= ）  
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図 3-8 発煙率 β と誤差の 2乗和の関係（準定常状態時） 
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(d) 煙濃度分布の比較 
 0.008β = の準定常状態時における高さ方向の Cs 濃度分布（ 12mx = 、 ）を図 3-9
に、高さ方向の縦流風速分布（ 、
24mx =
12mx = 24mx = ）を図 3-10に示す。 
 図 3-9より、熱気流内部の Cs濃度は定量的に概ね一致することが分かるが、路面近くで
は、実験結果が高濃度であることに対しシミュレーションではそれほど濃度は上昇してい
ない。実験の路面付近の濃度上昇に関しては、前章で示したように、火源から離れた領域
において降下・拡散した煙が高濃度のまま路面付近を逆流するために発生する。無風時に
は火源より発生した熱気流が引き起こす対流によって、図 3-10 のシミュレーションの縦流
風速分布が示すように、天井付近の火源から遠ざかる流れと路面近くの火源方向に向かう
流れ、その間の低風速の 3 領域を形成する。目視観測によると、低風速の領域は模型・実
大に関わらずほとんど流動せず、流れは層流となり、拡散現象はほぼ分子拡散現象となる
領域と考えられる。シミュレーションで採用している風上差分による数値拡散および乱流
モデルの導入による拡散は、分子拡散より数オーダーも過大な拡散現象となるため、路面
への拡散が促進され、その結果、路面での逆流の間に拡散が進み、路面近傍での煙濃度の
上昇を再現しにくくなっていると考えられる。特に煙濃度の移流拡散方程式では、一次精
度風上差分を用いているため、ほとんど数値拡散によって煙粒子が拡散することになる。 
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図 3-9 模型実験およびシミュレーションによる
高さ方向の Cs濃度分布（準定常状態） 
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図 3-10 シミュレーションによる高さ方向 
縦流風速分布（ 0my = 、準定常状態）
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3.3 乗用車火災の発熱・煙発生速度の推定 
 
 乗用車火災の火災熱出力に関しては、上述したように様々な研究例があり、Martinらの検
討では、乗用車の総発熱量は 5000MJであり、ピークの発熱速度は 7.5MWにも達すると報告
されている[78]。しかしながら、発熱速度に関する研究例は数多く見られるが、シミュレー
ションの入力に必要である対流発熱速度に関する研究例[10]、[79]ついてはほとんどない。また、
煙発生速度を検討した例は、大型バス火災に関する報告例[76]はあるが、乗用車火災に関し
ては著者が知る限りない。 
 そこで本節では、通常断面トンネル内乗用車火災実験結果に対して数値シミュレーショ
ンを行い、対流発熱速度 および煙発生速度 の算出を試みた。通常断面トンネルと小断
面トンネルとで火災性状の違いなどが考えられるが、事故形態（燃料の漏出、窓の開閉状
況、など）などの不確定な要因が多いため、以降に示す小型道路トンネルのシミュレーシ
ョンでは通常断面トンネルの乗用車火災の発熱速度および煙発生速度の推定値をそのまま
用いることにする。 
convQ S
 
3.3.1 トンネル内乗用車火災実験の概要とシミュレーション条件 
 
 図 3-11に火災実験[15]に用いられた通常断面トンネルの模式図を示す。トンネルの全長は
390m、高さ 6.9m、幅 9.8mのコンクリート製の馬蹄形断面（アーチ型）である。トンネルの
縦断勾配は 0%である。実験はトンネルの片側の坑口をシャッターで閉鎖し、無風状態で行
われた。火点（原点）は、シャッターで閉鎖された坑口から 110mの距離である。火源車両
は、全長 3.95m、車幅 1.45m、車高 1.43mのセダンタイプであり、大きさは小型～普通乗用
車クラスであると考えられる。燃料タンクに 20リットルのガソリンと水を満たし、内装火
災（扉は半開き）を想定してリアシートに着火が行われた。計測は温度とCs濃度について
行われたが、発熱速度および煙発生速度に関する測定は行われなかった。また、壁面はコ
ンクリートとし、シャッター部は断熱壁として扱った。また、坑口は大気開放条件（圧力
）とした。 0Pap =
 
6.
9m
9.8m 390m110m
シャッター
火源 縦流風速：0m/s
勾配：0%
x
zz
y
(a) 横断面              (b) 縦断面 
図 3-11 乗用車火災実験が行われた通常断面トンネルの概要図 
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3.3.2 乗用車火災の発熱速度の推定 
 
 実車火災の熱出力は、熱対流、放射熱、燃焼継続に必要なエネルギー、火源車両への伝
熱などに消費される。対流発熱速度の時間変化は、火源近傍天井近くの最高温度（計測値）
の時間変化に概ね一致すると報告されている[51]ことから、発熱速度は熱気流温度の時間変
化と同じ分布とした。ただし、火源近傍の温度計測は放射の影響を含むため、熱気流温度
のみを測定していると考えられる火源からの距離 20mx = 、路面からの高さ の温度
変化曲線を用いた。なお、火源から計測点までの距離の影響で、計測温度が発火から 30秒
遅れて上昇していることから、時間を 30秒短縮した時間変化曲線を発熱速度曲線の時間変
化とし、最大対流発熱速度 [MW]に関してはAndersの報告例
6.5mz =
convQ
[79]を参考に試行錯誤的に
の 3通りに変えてシミュレーションを行い、温度分布を比較した。 1.5,  1.8, 2.2MWconvQ =
 図 3-12 に実験（プロットで表示）とシミュレーション（ラインで表示）の熱気流温度の
時間変化（ 、 ）、図 3-13 に20mx = 6.5mz = 270st = （シミュレーションは 255~285s の平均
値）の高さ方向の温度分布図（ ）をそれぞれ示す。本研究では、火災の
初期段階を対象としていること、さらに前章の模型実験結果では煙の降下が 3 分前後で発
生し、小型道路トンネルの煙の降下時間が短いことから、発火から 300 秒程度までの実験
とシミュレーションの一致度から発熱速度の決定を行うことにする。図 3-12 の時間変化で
は、発火 330 秒程度までは実験とシミュレーションは概ね一致するが、以降の時間ではシ
ミュレーション結果が実験結果よりも高い温度を示すことが分かる。熱気流層厚さに関し
ては、図 3-13 より、シミュレーションは実験結果をよく模擬していることが確認できる。
図 3-12 の の実験と各発熱速度のシミュレーション結果との誤差の二乗和を求
めると、それぞれ （
40m,  120m, 210mx =
150 ~ 300st =
29.29 10× 1.5MWconvQ = ）、 （22.93 10× 1.8MWconvQ = ）、
（ ）となり、 とした場合がより実験結果に近いことから、本研
究の乗用車火災の対流発熱速度を 1.8MWと決定した。 
28.24 10×
2.2MWconvQ = 1.8MWconvQ =
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図 3-12 対流発熱速度 の違いが熱気流内の熱気流温度の時間変化に
与える影響（ 、
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図 3-13 シミュレーションおよび実験の高さ方向温度分布（ t 270s= ） 
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3.3.3 乗用車火災の煙発生速度の推定 
 
 大型バス火災の煙発生速度の検討では、大断面トンネル内で行われた大型バス火災実験
で得られたCs濃度分布とシミュレーションの比較から、ピーク時の煙発生速度は 95.5 g sと
報告されている[52]。本研究でも同様にCs濃度分布の比較から煙発生速度 [S g s ]の決定を行
う。ただし、大型バス火災の煙発生速度の検討[52]では、煙発生速度の時間変化は発熱速度
と同じ変化曲線としているが、実際は異なると考えられる。火源からの煙の発生量は煙濃
度に直接影響すると考えられるため、本研究では、煙層内のCs濃度の時間変化（ 、
）を煙発生速度の時間変化とした。ただし、火源から計測点までの煙の到達時間を
考慮して前節と同様に時間軸を 30秒短縮した曲線とした。最大煙発生速度 [
20mx =
6.5mz =
S g s ]に関して
は、大型バス火災の対流発熱速度が 18MWであり、前節で決定した乗用車の対流発熱速度
の約 10倍であることから、大型バスの煙発生速度（95.5g/s）を 1/10した値を参考に試行錯
誤的に 6g sS = 、9 g s、12 g sの 3通りについて検討した。 
 図 3-14に実験（プロットで表示）とシミュレーション（ラインで表示）の熱気流内の Cs
濃度の時間変化（ 20mx = 、 ）、図 3-15に6.5mz = 270st = の高さ方向の Cs濃度分布を示す。
図 3-14 より、 の実験と各シミュレーション結果の誤差の二乗和を求めると、
5.4（
150 ~ 300st s=
6g sS = ）、0.23（ 9g sS = ）、1.81（ 12g sS = ）となり、 9g sS = の結果が最も実験結
果に近いことから、本研究の乗用車火災の煙発生速度を 9g sS = とした。また、図 3-15 の
結果からも、 9g sS = が最も実験の煙層厚さに近いことが分かる。 
 
 本節で決定した乗用車火災の対流発熱速度曲線および煙発生速度曲線を図 3-16 に示す。
扉が半開きの内装火災であることから、発熱・煙発生速度の立ち上がりは急峻で、発煙速
度は着火後 60 秒で最大の 9 g sとなり、発熱速度についても約 2~3 分で最大発熱速度
に到った火災であったことが分かる。 1.8MWconvQ =
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図 3-14 煙発生速度の違いが熱気流内の Cs 濃度の時間変化に
与える影響（ 20mx = 、 6.5mz = ） 
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図 3-16 トンネル内乗用車火災時の対流発熱速度・煙発生速度曲線 
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3.4 小型道路トンネル内乗用車火災時の熱気流特性 
 
3.4.1 シミュレーション条件 
 
 想定する小型道路トンネルは、高さ 3m、幅 6m のコンクリート製の長方形断面とする。
先にも述べたように、小型道路トンネルは主にアンダーパス形式の導入が検討されている
ことから、短距離で換気設備を持たない対面通行トンネルが大部分を占めると考えられる。
そのため、本研究では無風時を検討対象とした。図 3-17 に計算領域を示す。格子幅（分割
数）は 3.2.2項で示した理由から、z方向に 21分割とし、x、y、z方向にそれぞれ 、
、 の分割幅とした。無風時の検討であることから、3.2 節と同様に火
源の片側のみを検討対象とし、火源を閉鎖壁から 3.15m の距離に設置し、半分の発熱・煙
発生速度を与えた。なお、火源から閉鎖壁までの壁面は断熱壁とした。また、坑口の境界
条件については大気開放条件（ ）とした。 
0.315mdx =
0.24mdy = 0.143mdz =
0Pap =
 検討する火災規模に関しては、2.2.4 項の統計データに基づく観点から、単独全焼火災程
度を考慮すればよいと考えられる。前節の普通乗用車火災の対流発熱速度は
であるが、実車火災（大型バス）の総発熱速度に対する対流発熱速度の割合が約 60%であ
る
1.8MWconvQ =
[76]ことから、総発熱速度 の乗用車火災と考えられる。これは、大型乗用車火
災の熱出力である 5~6MW
3.0MWQ =
[2]の約半分であることから、避難環境の検討には不十分であると
考えられる。そのため、大型乗用車火災を想定して、前節で求めた発熱・煙発生速度（図
3-16）を 2倍とした検討も行うことにした。 
 本研究では、消防隊到着までの 10分間[69]を解析対象とし、その間に熱気流先端が解析領
域の坑口境界に到達しないように、解析領域の全長を普通乗用車単独火災（以下、「普通乗
用車火災」と呼ぶ）では 300m、大型乗用車単独火災（以下、「大型乗用車火災」と呼ぶ）
では、熱気流の移動が普通乗用車火災に比べて速くなることから 600mとした。 
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図 3-17 小型道路トンネルの計算領域 
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3.4.2 熱気流および煙層厚さ 
 
 図 3-18および図 3-19はそれぞれ普通乗用車火災（ 3.0MWQ = ）（(a)図）と大型乗用車火
災（ ）（(b)図）の各時間（6.0MWQ = 60s, 300s, 600st = ）における高さ方向温度分布、Cs濃
度分布である。火災規模の発展により、時間経過に伴って熱気流層が厚くなり、煙層に関
しては路面付近まで達することが分かる。2.5 節の断面Hの ガソリン火皿火災実験24m [16]で
は、熱気流高さが約 4.4m確保されるが、小型道路トンネルの場合には、通常断面トンネル
に比べて火災規模は小さくなるが、普通乗用車火災でも発火から 60 秒の時点で [1/m]
の濃い煙が路面から 1mの高さまで広がり、避難者の視認性はほとんど確保されない状況に
なることが分かる。また、熱気流温度は火源から離れるに従って急激に低下するが、煙濃
度はほとんど低下しない。したがって、
1Cs >
150mx = では路面付近の温度上昇はほとんどないに
も関わらず濃い煙が路面付近に拡散する。 
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図 3-18 各時間における高さ方向温度分布 
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(b) 大型乗用車火災 
図 3-19 各時間における高さ方向 Cs濃度分布 
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3.4.3 煙の降下距離 
 
 図 3-20は、 のトンネル長さ方向の Cs濃度分布の時間変化である。初期の時間で
は、トンネル上層部の温度成層流が下層部の空気と混合・拡散することにより、 で
は薄い煙が漂っていることが分かる。しかし、発火から 300 秒程度経過すると、普通乗用
車火災（ ）の場合には
1.0mz =
1.0mz =
3.0MWQ = 150mx = 付近、大型乗用車火災（ 6.0MWQ = ）では
付近で急激に煙濃度が上昇していることが分かる。これは、熱気流がトンネル壁面へ吸熱
されることにより浮力が低下し、成層状態を保てなくなることによって、熱気流層内の高
濃度の煙が路面へ降下することによって発生する。また、このシミュレーション結果から、
前章の模型実験結果から求めた
200mx =
2.4MWRealQ = 火災の煙降下距離（実大スケール）の推定値
110mが妥当なものであることが分かる。降下発生時間に関しては、前章の模型実験（プー
ル火災）から求めた 火災では約 3 分であり、本項の実車火災では約 5 分であ
る。これは、発熱速度の立ち上がりの違いによって発生したものと考えられ、プール火災
のように急激に発熱速度が立ち上げる場合には降下発生時間も早くなり、実車火災のよう
に少しづつ火災規模が拡大する場合には長くなるものと考えられる。 
2.4MWRealQ =
このことは、火災規模は異なるが同じ発熱速度曲線を用いている本章の普通乗用車と大型
乗用車の降下発生時間がほとんど同じであることからも分かる。 
 以上から、普通乗用車火災（ ）～大型乗用車火災（3.0MWQ = 6.0MWQ = ）の火災規模
における煙の降下発生時間は 5分程度であり、降下距離は150 であることが分かった。
大断面トンネル火災における大型バス火災規模の煙の降下距離は約 300m（詳細には 270～
350m）と報告されている
~ 200m
[53]ことから、小型道路トンネルは短距離で煙が降下することが分
かる。また、降下発生時間に関しても大断面トンネルでは 7~8 分[53]、通常断面トンネルで
は 10分以降と報告されている[77]ことから、小型道路トンネルの降下発生時間も短いことが
分かる。 
 以上のことから、小型道路トンネルでは横断面全体に煙が充満し、成層熱気流下のCs濃
度は視認性の限度の目安である 0.4Cs = [1/m][77]を大きく上回ることになり、従来断面トンネ
ルのような成層流の下の避難環境は確保できないことが分かった。 
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 図 3-20 高さ z 1.0m= におけるトンネル長さ方向の Cs濃度分布の時間変化 
（上図：普通乗用車火災Q 3.0MW= 、下図：大型乗用車火災Q ） 6.0MW= 
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3.4.4 煙先端の移動速度 
 
 前項までに、小型道路トンネルでは煙が横断面全体に拡散し、成層熱気流の下の避難環
境が期待できないことが明らかとなった。そのため、小型道路トンネル火災では、煙に追
いつかれないように迅速に避難開始することが重要であると考えられる。そこで本項では、
煙の移動速度について検討する。 
 図 3-21 は、普通乗用車火災および大型乗用車火災の 0.4Cs = [1/m]の煙の先端位置の時間
変化である。また、図 3-22にトンネルの各距離における煙の先端の移動速度を示す。図 3-21
より、煙先端の移動は火源から遠ざかるに従い遅くなることが分かり、煙の先端が 300mの
距離に到達するまでに普通乗用車火災では約 550秒、大型乗用車火災では約 400秒である。
煙先端の移動速度は、図 3-22 から、普通乗用車火災では最大で 0.8m/s、大型乗用車火災で
も最大で 1.0m/s程度であることが分かる。これは、通常断面トンネルの煙先端移動速度が
2m/s強と報告されている[15]ことから、その 1/2程度の移動速度であることが分かる。2章の
模型実験から求めたプール火災時の煙先端移動速度は、0.8～1.2m/sであったことから、実車
火災を想定したシミュレーションの移動速度と大きく違わないことが分かる。 
 トンネル火災時の通常の避難者の歩行速度は、安全を見て 1.0m/s程度とされている[82]が、
小型道路トンネルにおける煙先端移動速度はそれよりも若干遅くなる程度であり、煙から
の避難のためには、迅速な避難開始が必要であると考えられる。 
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 図 3-21 煙先端位置の時間変化 
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図 3-22 煙先端の移動速度 
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3.5 まとめ 
 
 本章では、小型道路トンネル内乗用車火災時における無風時の熱気流特性および避難環
境について、3次元シミュレーションによって検討した。本章の主な結果を以下にまとめる。 
 
z 模型実験に対するシミュレーション結果から 
 
1) 模型実験における n-ヘプタン火皿火災の対流発熱速度は理論発熱速度の約 50%である。
煙発生速度は、燃料減少速度の約 0.8%である 
 
2) 温度分布は実験とシミュレーションでよく一致する。煙濃度分布に関しては、シミュレ
ーションの拡散が実験に比べて大きいが、概ね模型実験結果を再現している。 
 
z 普通乗用車火災の発熱・煙発生速度の検討から 
 
3) 普通乗用車火災実験の対流発熱速度は最大で約 1.8MWである。また、煙発生速度は最
大で約 9g/sである。 
 
z 実大小型道路トンネル内乗用車火災シミュレーションによる検討結果から 
 
4) 熱気流高さは低く、普通乗用車火災（ 3.0MWQ = ）では高さ約 1.0m、大型乗用車火災
（ ）では高さ約 0.5mである。また、トンネル全体に煙が拡散するため、熱気流
（煙）層の下の避難空間の確保が困難であることが分かった。 
6.0MWQ =
 
5) 煙の降下は、普通乗用車火災では火源から 150m 付近、大型乗用車火災では火源から
200m付近で発火後 5分程度で発生する。これは通常断面トンネルの降下時間の 1/2であり、
大断面トンネルの降下距離（約 300m）の 2/3～1/2である。 
 
6) 煙の先端の最大移動速度は、通常断面トンネルの約 2.0m/s に比べて遅く、普通乗用車
火災では約 0.8m/s、大型乗用車火災では約 1.0m/s となることが分かった。しかしながら、
熱気流層の下の避難空間の確保が困難なことから、より迅速な避難開始が必要である。 
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４．結論 
 
 都市部の渋滞緩和対策、建設用地の限定、景観への配慮から、首都高速道路中央環状新
宿線のような複雑な長大トンネルの増加が見込まれ、交差点や踏み切りにはアンダーパス
形式の乗用車専用小型道路トンネルの建設が今後進められていくことが予想される。その
ため、火災事故時の避難・救助・消火対策はますます重要な検討課題であると考えられる。
また、従来の防災検討は都市間の通常断面トンネルまたは大断面トンネルのようなトンネ
ル内にランプや複雑な換気システムを持たない比較的シンプルなトンネルに対して行われ
ているが、複雑な都市トンネルについては従来の検討結果のみでは不十分であり、急勾配
を有するランプ部火災の対策、複数の換気所を有するトンネルの場合には非常時換気運用
指針、非常時交通制御方針の作成などが急務である。 
 本研究は、アンダーパス形式の小型道路トンネルの防災検討の基礎データを得ることを
目的に、模型実験と数値シミュレーションからトンネル内無風時の熱気流挙動特性および
避難環境について検討した。 
 以下に各章の結論をまとめる。 
 2章では、フルード数、レイノルズ数、ビオ数、フーリエ数などの相似性に基づいて実大
小型道路トンネルの 1/3スケールの模型トンネルを作成し、n-ヘプタン火皿火災実験を行っ
た。模型実験から得られた煙濃度をフルード数相似則に基づいて実大トンネルの煙濃度に
換算する手法を提案し、小型道路トンネル内ガソリン火皿火災時の避難環境を明らかにし
た結果、熱気流高さは 1.5～2.1m程度となり、熱気流層の下の避難環境の確保が困難である
こと、降下発生距離は 2.4MW火災で約 110mであり、およそ 3分以内に降下が発生するこ
とが分かった。さらに、煙先端の進行速度は 1.2～5.0MW火災で 0.8～1.2m/s 程度であるこ
とも明らかにした。 
 3章では、模型実験において実施が困難であった実車火災時の熱気流挙動および避難環境
に関して 3 次元シミュレーションによって検討した。シミュレーションによる検討の際に
は、予測精度の確認が重要であることから、2章の模型実験結果に対してシミュレーション
を行い、熱気流分布は実験とシミュレーションでよく一致することを確認し、煙濃度分布
に関してもシミュレーションの拡散は大きいが概ね一致することを確認した。また、模型
実験の n-ヘプタン火皿の対流発熱速度は理論発熱速度の約 50%であること、発煙率は燃料
減少速度の 0.8%であったこともシミュレーションから明らかとなった。 
 乗用車火災の対流発熱速度に関する知見は乏しく、また煙発生速度に関しては例がない
ため、過去に行われた普通断面トンネル内乗用車火災実験（普通乗用車サイズ）に対して 3
次元シミュレーションを行い、温度分布・Cs 濃度分布の実験結果との比較から、ピーク時
の対流発熱速度は 1.8MW（総発熱速度 3.0MW）、同じく煙発生速度は 9 g sであることを明
らかにした。 
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 決定した発熱・煙発生速度曲線を用いて、小型道路トンネル内乗用車火災のシミュレー
ションを行い、熱気流特性および避難環境を検討した。火災規模に関しては、求めた乗用
車は普通乗用車サイズ（総発熱速度：3.0MW）であるため、大型乗用車クラス（総発熱速
度：6.0MW）の火災を想定して求めた発熱・煙発生速度の 2 倍の火災規模のシミュレーシ
ョンも行った。実車火災の熱気流高さもガソリン火皿火災時と同様に低く、普通乗用車火
災で約 1.0m、大型乗用車火災で約 0.5mであることが分かり、煙に関しても横断面全体に拡
散することから、熱気流層の下の避難空間の確保が困難であることが分かった。煙の降下
発生距離に関しては、模型実験で得られた降下距離 110m（総発熱速度：2.4MW）に対して、
普通乗用車火災（総発熱速度：3.0MW）では火源から約 150m、大型乗用車火災（総発熱速
度：6.0MW）では火源から約 200mである。降下発生時間はプール火災である模型実験では
約 3 分、実車火災では約 5 分であった。これは、発熱速度の立ち上がりの違いによって発
生したものと考えられる。熱気流の移動速度に関しては、普通乗用車火災～大型乗用車火
災で 0.8～1.0m/s程度であり、模型実験から得られた移動速度 0.8～1.2m/sと大きく違わない
ことが分かった。 
 以上の結果より、小型道路トンネルと従来断面トンネルとの避難環境の違いについて以
下にまとめる。 
 従来トンネルでは熱気流層の下の避難が可能（熱気流高さ 4.4m）であるが、小型道路ト
ンネルは火災規模は小さくなるが熱気流高さが低く（5MW火災：0.5～1.5m、2章および 3
章の結果を総合して）、避難不可能である。 
 従来断面に比べて小型道路トンネルの吸熱の効果が大きくなることにより、煙の降下距
離は従来断面（大断面トンネル：約 300m）に比べて大幅に短くなり 2.4MW～6.0MW 火災
規模で 110～200mである。降下時間に関しても従来断面では 10分前後であったが、小型道
路トンネルでは 3~5 分程度で発生し短時間で横断面全体に煙が充満するため、迅速な避難
開始が必要である。 
 煙の移動速度は従来断面トンネル（2.0m/s程度）に比べて半分の速度（1.0m/s程度）であ
る。 
 本研究から、小型道路トンネルの火災時の避難は迅速な対応が求められ、従来トンネル
に比べて厳しい状況になる。そのため、排煙設備の導入、避難誘導指針等の対策が必要で
あると考えられる。また、本研究では無風時を想定したが、勾配、強制換気の影響、渋滞
車両の影響の詳細に関しては今後の検討課題として残されている。 
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